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○議長（河野正春君） おはようございます。 

 開会前ですが、議員各位にお知らせします。 

 本日、ケーブルテレビによる議会放送用の撮影を

行いますので、ご了承願います。 

 また、傍聴者の方々にお願いいたします。ケーブ

ルテレビ用の撮影を行いますが、議場の構造上やむ

を得ず傍聴者の方々が映ることがあります。あらか

じめご了承いただきますようお願いいたします。 

 また、本日11時と11時30分ごろに全国瞬時警報シ

ステムの全国一斉情報伝達訓練の試験放送が行われ

ますので、必要があれば休憩を入れたいと思います

ので、ご了承ください。 

 また、本日の一般質問ですが、質問は質問と答弁

を含めて60分となっております。質問者はその時間
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の配分に注意しながら質問をするようお願いをいた

します。 

 また、執行部の答弁につきましては質問されたこ

とのみを簡潔に答弁をするよう努めていただきたい

と思います。 

○議長（河野正春君） これより本日の会議を開き

ます。 

 決算審査特別委員会の正副委員長の互選の結果に

ついて報告がありましたので、発表いたします。 

 委員長に17番、山本博文君、副委員長に３番、成

重博文君、以上のとおりであります。 

○議長（河野正春君） 日程第１、一般質問を行い

ます。 

 一般質問通告表の順序により、発言を許します。 

 ５番、山田秀夫君。 

○５番（山田秀夫君） ５番、山田秀夫でございま

す。 

 通告に基づき、一般質問を行います。 

 まず、大分県北部地区総合防災訓練についてお尋

ねをいたします。 

 平成23年３月11日に発生した東日本大震災は、東

北地方の太平洋沿岸に壊滅的な被害をもたらし、自

然災害の恐ろしさを改めて思い知らされました。 

 さらに、大きな南海トラフ巨大地震が今後30年以

内に60ないし80％、50年以内には90％の確率で発生

すると予想されております。 

 また、昨年９月の中津市、日田市を中心に、集中

豪雨により、山国川の氾濫で今もまだ復旧活動が続

いている状況であります。 

 ことしに入っても、８月中旬以降も東北地方、島

根県、山口県と、相次ぐ記録的な豪雨が次から次へ

と発生しております。 

 このように、いつ、どこで再び発生するか予断を

許さない大規模災害に備えるための危機管理が求め

られております。 

 このような状況を踏まえて、本年11月10日、日曜

日に北部地区、中津市、宇佐市、豊後高田市の各市

で大規模な防災訓練が行われようとしております。 

 そこで、北部地区での南海トラフ巨大地震等の自

然災害が発生した場合の訓練概要について、まずお

尋ねをいたします。 

 次に、本市においてはどのような防災の訓練内容

を考えているのか。 

 また、11月10日の訓練日までのスケジュールと、

そのための予算は幾らぐらいを予定しているのかに

ついてもお尋ねをいたします。 

 次に、４日に市長より提案理由でも説明がありま

したが、いわゆる災害弱者に対する連絡名簿や連絡

網の作成やネットワーク化については、６月17日付

で国は災害対策基本法を改正し、成立いたしました。

これでプライバシーの問題も一定の方向性も示され

ており、本市においても作成しやすくなったと思い

ますが、各自治会で作成をしている名簿に災害時要

援護者が組み込まれていると思われますが、その名

簿の作成状況と今後のスケジュールについて、また

これらの災害時における本市に居住する要配慮者、

すなわち高齢者、障がい者、乳幼児、その他特に配

慮を要する方々を含めた訓練等の実施状況と今後の

訓練計画についてお尋ねをいたします。 

 次に、本市におけるコミュニティスクールの導入・

推進についてお尋ねをいたします。 

 文部科学省では、学校のことは学校自身が保護者

や地域住民の意向を踏まえ決定することを原則とし

て、地域の力を学校運営に生かす、地域とともにあ

る学校づくりを推進するため、コミュニティスクー

ル、すなわち保護者や地域住民が学校運営に参画す

る学校運営協議会を設定している学校の拡大を目指

しております。推進目標は平成28年度までの５カ年

間で、全公立小・中学校の１割、約3,000校としてお

り、これにより質の高い学校教育の実施と地域の教

育力の向上を図ろうとしております。 

 そこで、本市の今までのコミュニティスクールの

取り組み状況についてお尋ねをいたします。 

 次に、指定された学校は他の学校とどこが違って、

どのような成果や課題があったのかをお尋ねいたし

ます。 

 また、各学校の学校運営協議会のメンバーは何名

で、どのような方々で構成されているのかもお尋ね

をいたします。 

 次に、学校運営協議会はどのような役割が課せら

れているのか。 

 また、このようなコミュニティスクールは今後、

本市の導入に向けての教育長の見解をお尋ねいたし

ます。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（河野正春君） 市長、永松博文君。 

○市長（永松博文君） それでは、私のほうから、

大分県北部地区総合防災訓練についてお答えをいた
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します。 

 議員ご案内のとおり、今年度は大分県総合防災訓

練が11月10日に本市と中津市、宇佐市の３市におい

て開催されます。 

 今回の訓練につきましては、今後30年以内で70％

以上の高い発生確率といわれております南海トラフ

の巨大地震と津波を想定しております。 

 訓練の概要についてでございますけれども、沿岸

部地域を対象に、情報の伝達訓練、津波からの避難

訓練、避難所開設、運営訓練などを中心に行う予定

にしております。 

 また、本年３月に大分県が発表した地震津波被害

想定調査結果において、堤防がないなどという想定

外の設定のために、本市における死者数は最大339

名に上がるとされました。このあり得ない条件設定

につきましては、県に対し、抗議をしたところでご

ざいまして、実際には防波堤は整備されております

し、また地震発生から本市の津波までは３時間９分

ありますので、避難行動を取りさえすれば被害はゼ

ロに近づくと考えております。 

 そのために、今回の訓練につきましては非常に重

要な訓練ととらえております。 

 本市の災害に対する取り組みといたしまして、浸

水想定地域内の自主防災組織を中心に、防災研修会、

避難訓練などを実施しておりまして、昨年度、養成

をさせていただきました防災士の方々と連携をしな

がら、地域ごとに情報伝達体制の整備、避難場所ま

での経路、距離などを示した防災マップの作成など

に取り組んでいるところでございます。 

 今後は準備の整った地区におきましても順次実施

してまいる予定でございます。その上で総合防災訓

練当時において浸水想定地区の方々が一斉に避難行

動訓練ができるよう呼びかけてまいりたいと考えて

おるところでございます。 

 その他の質問につきましては、教育長、担当課長

に答弁をさせますので、よろしくお願いします。 

○議長（河野正春君） 教育長、河野 潔君。 

○教育長（河野 潔君） 山田議員のコミュニティ

スクールの導入・促進についてお答えいたします。 

 本市の今までのコミュニティスクールの取り組み

状況につきましては、平成19年度から河内中学校、

平成22年度から草地小学校、平成25年度から田染小

学校の３校がコミュニティスクールの指定を受けて

おります。 

 その他、指定に向けての調査研究校が現在７校あ

るところであります。 

 次に、指定された学校の成果と課題についてであ

りますけれども、年度当初に、まず校長が学校運営

の基本方針をコミュニティスクールの委員に説明し、

承認を得ることによる学校と地域住民が目標をまず

共有化できる、そして同じベクトルで子供の育成を

図ることやコミュニティスクールの委員が学校の教

育活動について評価することによりまして、学校現

場の教職員の意欲を高め、よりよい実践につながっ

ていることが挙げられます。 

 さらに、地域の方々にコミュニティスクールの意

義や有効性を十分理解していただき、学校運営に積

極的に参画してもらっていることだと考えておると

ころであります。 

 次に、今年度の調査研究校に指定されている学校

の目標とその取り組み方についてのご質問でありま

すけれども、今年度、調査研究校に指定されている

のは三浦小学校、香々地小学校、真玉中学校の３校

であります。各学校の目標と、そしてその取り組み

につきましては、三浦小学校が地域とつながり、地

域とともにある学校づくりをするためにはどのよう

な学校運営協議会を構築していけばよいか。 

 そして、香々地小学校は学校と家庭、地域が教育

課題を共有し、学校運営協議会を中心とした効果的

な改善策を提起する新しい学校運営のあり方の追及。 

 真玉中学校では、教育力の向上を目指した学校運

営協議会の組織、運営のあり方の追及というのを研

究課題に、指定校に向けて現在取り組んでおるとこ

ろであります。 

 次に、各学校の学校運営協議会のメンバーの構成

や人数につきましては、草地小学校が10名、田染小

学校が15名、河内中学校が12名であります。地域の

方々やＰＴＡ関係者といった地域に密着した方々で、

この学校運営協議会は構成をされております。 

 次に、学校運営協議会の役割についてであります

けども、学校運営協議会制度はこれまでの学校運営

の改善の取り組みをさらに一歩進めるものとして導

入されたものであります。学校運営協議会を通じて、

保護者や地域の皆さんが一定の権限と責任を持って

学校運営に参画することによりまして、そのニーズ

を迅速かつ的確に学校運営に反映させるとともに、

学校、家庭、地域社会が一体となって、よりよい教

育の実現に取り組むことができるわけであります。 

 また、地域の創意工夫を生かした特色ある学校づ

くりが進むことで、地域全体の活性化も期待される
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と考えております。 

 そして、今後の導入に向けての見解でありますけ

れども、議員ご指摘のように、これからの学校づく

りには、このコミュニティスクールは不可欠な取り

組みであると考えておりますし、本市ではどこより

も早くこのＣＳ、つまりコミュニティスクールは導

入しているわけであります。 

 そこで、今後とも学校、保護者や地域の皆さんと

ともに、コミュニティスクールの推進を積極的に進

めてまいりたいと考えておりますので、何とぞよろ

しくお願いします。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君） 総務課長、佐藤之則君。 

○総務課長（佐藤之則君） 山田議員の総合防災訓

練のご質問にお答えいたします。 

 大分県北部地区総合防災訓練のスケジュールにつ

いてでございますが、これまで関係機関の方々と訓

練項目や場所について協議を行い、７月の第１回実

行委員会において訓練項目等の承認をいただいたと

ころでございます。 

 現在、関係機関の方々と個別に訓練対応について

打ち合わせを行っているところでございまして、今

後10月中旬に予定されています第２回実行委員会を

経て、11月10日の総合防災訓練本番となる予定でご

ざいます。 

 予算につきましては、実行委員会へ県北３市から

それぞれ25万円、大分県が75万円を負担し、総額15

0万円の予算で今回の訓練を実施していくこととなっ

ております。 

 次に、自主防災組織における防災連絡網につきま

しては、これまで組織の設立時に地域でおのおの作

成しておりますが、プライバシー等の問題で完全な

ものにはなっておりませんでした。そのため要援護

者台帳が利用できるようになりましたら、地域ごと

に活用してまいりたいと考えているところでござい

ます。 

 また、災害弱者を含めた訓練の状況につきまして

は、これまで各地区の自主防災組織で実施しており

ます研修会や避難訓練において、地域としての共助

の精神を理解いただき、災害弱者の方を把握いただ

くと同時に、避難誘導や介助などにも取り組んでき

たところでございます。 

 今後につきましても、地域の訓練において完全な

防災連絡網を使用し、だれが災害弱者の方々のお手

伝いをするかなど、より具体的な対応が可能になり

ますので、関係機関などと連携し、有効な防災訓練

に取り組んでまいりたいと考えているところでござ

います。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君） 福祉事務所長、川口達也君。 

○福祉事務所長（川口達也君） それでは、山田議

員の総合防災訓練のうち、地域における災害時要援

護者の対策についてお答えいたします。 

 これまでの災害時要援護者台帳につきましては、

作成時において個人情報保護の観点から、福祉事務

所が所管する緊急通報システムや安否確認センサー

への加入者並びに障がいを持たれている方を対象と

した一部の対象者に限られておりました。 

 議員ご指摘のとおり、災害対策基本法が改正され

たことにより、市町村におきましても台帳作成その

ものが義務化され、市町村内部においても困難であ

りました災害時要援護者に関する情報共有がスムー

ズに行えることとなりましたので、台帳整備に係る

予算につきまして本議会に提案させていただいてい

るところでございます。 

 本台帳の整備のうち、まず要援護者の対象者につ

いてでございますが、国のガイドラインにおきまし

て介護保険における要介護度が３以上で、かつ居宅

で生活している方、身体障がいの１、２級及び療育

手帳のＡに該当する方、ひとり暮らしの高齢者及び

高齢者のみの世帯の３つが基準となっております。 

 このため、本市におきましてもこの範囲に沿いま

して整備をしてまいりたいと考えております。これ

による本市の人数につきましてはおおよそ2,000人か

ら3,000人ではないかと予想しております。 

 また、これら対象者に関する台帳登録に必要な情

報といたしましては、緊急時の連絡先を初め、協力

員の情報、かかりつけの医療機関及び避難経路など

に関する情報がございます。 

 そして、こうした情報を災害時に迅速かつ有効に

活用するには、あらかじめ消防機関、社会福祉協議

会及び民生委員さんなどの関係者に情報提供を図っ

ておくことが必要となってまいります。この点につ

きましては法におきます本人同意をいただかなけれ

ばなりません。このいただいた本人同意の件数が多

いほど、この台帳の意義が高まることになりますの

で、この作業は大変重要なものとなってまいります。 

 したがいまして、本事業の周知につきましては各



９月 11 日 

 - 23 - 

 

種会議や市民チャンネル、市報等により幅広くお知

らせするとともに、対象者に身近な民生委員さんな

どのご加勢をいただく中で、何としても同意の件数

を積み上げていきたいと考えているところでござい

ます。 

 今後のスケジュールにつきましては、補正予算に

係る議決をいただきました後、10月から対象者へ同

意書を配付いたしまして、回収を行ってまいります。 

 この同意をいただきました情報につきましては、

随時システムへの入力作業を行っていき、市全体と

して本年度末の目標に、台帳を完成していきたいと

考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君） ５番、山田秀夫君。 

○５番（山田秀夫君） 再質問を行います。 

 まず、防災訓練についてでありますが、大分県で

は災害に上限はない、何よりも人命との思いを共通

認識し、平成24年３月に地域防災訓練を抜本的に見

直しております。 

 市町村が作成するハザードマップ、本市でも見直

しをしたハザードマップを作成しておりますが、こ

れをもとに地域の実情に沿った避難計画をより確実

に実行することが重要であります。 

 そのため、本市では各自治区単位で防災士の方々

がおられます。このように養成された防災士が各地

域のかなめとして活動できるように、市として支援

して、今後の防災訓練に対応するように考えておら

れるのか、また病気や障がい者で入院されている病

院や社会福祉施設と共同して要介護支援者の支援策

を盛り込んだ行動計画を定めて避難訓練を実施する

ように考えておられるのか、また学校、幼稚園、保

育園で学ぶ児童生徒を災害から守るための防災教育

に取り組んで避難訓練を実施するように考えておら

れるのか、お尋ねをいたします。 

 次に、コミュニティスクールについてであります。

そもそも教育長が答弁されましたが、コミュニティ

スクールとは学校運営協議会が設置され、教育委員

会から任命された保護者や地域住民等が一定の権限

と責任を持って学校運営の基本方針を承認したり、

教育活動について意見を述べたりできる制度を持っ

た学校を示します。 

 例えばです、先生の人事です。さすがに先生を採

用することはできませんが、どんな先生が欲しいの

か、あるいは今いる先生に異動しないでほしいと思っ

たり、隣の学校にいる優秀な先生にうちの学校に来

てほしいと思ったりした場合、またその逆のことも

考えられますが、意見として人事権を持つ都道府県

教委に伝えることができます。それを受けた都道府

県教委は合理的な理由がない限り、その意見を尊重

しなければならないと法律で定められています。 

 なお、学校運営協議会は、どの学校の教育課程や

予算などの承認権を持っておりますが、この点につ

いての本市での対応についてお尋ねをいたします。 

 次に、先ほど答弁がありました各学校での構成メ

ンバーですが、保護者とかＰＴＡ代表の内訳はどの

ような人数になっているのか。 

 また、学校運営協議会の委員の任期は何年になっ

ているのか、あわせてお尋ねして、２回目の質問を

終わります。 

 済みません、ちょっともれがありましたんで、追

加をさせていただきます。 

 もう結構です。済みません。そのまま答弁してく

ださい。 

○議長（河野正春君） 総務課長、佐藤之則君。 

○総務課長（佐藤之則君） 山田議員の再質問にお

答えいたします。 

 まず、防災士に対する支援についてでございます。

近年は大規模な災害が全国各地で発生しております

が、そうした場合には自主防災組織を中心とした地

域での共助が重要であるというふうにいわれており

ます。中でも平時の訓練や災害発生時に地域の先頭

に立って活動していただく防災リーダーの養成が不

可欠であると考えまして、昨年度、自治会を中心に

呼びかけを行いまして、118名の防災士を養成させて

いただくことができました。今年度は防災士として

の知識、技能の向上を図るため、スキルアップ研修

を実施したところでございます。 

 また、防災士の活動時におけるキャップとジャン

バーを作成し、配付をしたところでございます。 

 今後につきましても、県が開催する研修への参加

を推進するとともに、地域での避難訓練の実施など

もお願いしてまいりたいというふうに考えておりま

す。 

 さらに、今回の総合防災訓練におきましても、地

域の中で避難誘導訓練や避難所運営訓練における推

進、また指導の役割をお願いしてまいりたいと考え

ておるところでございます。 

 次に、社会福祉施設等の避難訓練についてでござ

います。今回の総合防災訓練の訓練メニューの１つ

といたしまして、指定避難場所では生活に支障を来
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す災害時要援護者を福祉避難所となる社会福祉施設

へ搬送し、その受け入れを行う訓練を予定している

ところでございます。 

 そのほか、社会福祉施設等の訓練につきましては

施設ごとに避難計画の策定、避難訓練の実施などを

お願いしてまいりたいと考えております。その上で

地域の自治会や消防団、防災士の方々との連携を図っ

た防災訓練が実施できるよう推進してまいりたいと

考えておるところなので、よろしくお願いいたしま

す。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君） 教育庁学校教育課長、小川

匡君。 

○教育庁学校教育課長（小川 匡君） 山田議員の

学校における防災訓練についての再質問にお答えを

いたします。 

 小・中学校、幼稚園の児童生徒、園児を災害から

守るための地震、津波等に備えた防災教育を教育課

程に位置づけ、また学校における防災体制の整備を

行い、避難訓練につきましてもすべての小・中学校、

幼稚園において実施しているところであります。 

 次に、コミュニティスクールの導入・促進につい

ての再質問にお答えいたします。 

 学校運営協議会は合議制の機関であり、法律に基

づき、学校運営、教職員人事について関与する一定

の権限が付与されております。学校運営協議会の委

員の決定につきましては、学校長が推薦を行い、教

育委員会が任命をいたします。人選に当たっては、

公平な人事を進めてまいりたいと考えております。

教職員人事について意見が出された場合は、教育委

員会といたしましては総合的に判断し、できる限り

学校運営協議会の意見の実現に向けて努めてまいり

たいと考えております。 

 また、学校運営の基本的な方針案に関する承認に

つきましては、学校長が承認を得られるよう、十分

な説明を行い、議論を尽くして成案を得られるよう

努めてまいります。 

 次に、各学校での構成メンバーの内訳につきまし

ては、草地小学校におきましては民生児童委員２名、

地区公民館長１名、地区の代表者６名、ＰＴＡ役員

１名でございます。田染小学校におきましては地区

連合自治会長１名、地区公民館長１名、地区の代表

者11名、ＰＴＡ役員２名でございます。河内中学校

につきましては地区自治会長１名、地区の代表者９

名、ＰＴＡ役員２名でございます。 

 また、委員の任期につきましては１年となってお

ります。 

 以上であります。 

○議長（河野正春君） 子育て・健康推進課長、植

田克己君。 

○子育て・健康推進課長（植田克己君） 山田議員

の再質問の保育園における避難訓練の実施状況につ

いてお答えいたします。 

 本市は、公立、市立合わせて７つの保育園があり

ますが、いずれの保育園においても地震、火災想定

の避難訓練を毎月実施しております。あわせて消防

訓練につきましても年１回実施しているところであ

ります。 

 なお、香々地保育所につきましては津波想定避難

訓練も年１回実施しております。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君） ５番、山田秀夫君。 

○５番（山田秀夫君） それでは、ちょっと要望と

いう形で受け取っていただきたいと思います。 

 まず、防災訓練に対しましては、せっかく養成さ

れた防災士の方々がおられますんで、十分に活用し

ての実効性のある訓練計画を立てて実施するように

お願いをしときます。 

 次に、コミュニティスクールにおいては、学校、

家庭、地域のすべての関係者が一丸となって、いじ

め等の問題に対しても責任を持って向き合う体制を

築いてほしいなと思います。 

 未来を担う子供たちを地域全体で育てて、本当の

意味で生まれ育ったふるさとではなく、生まれ育て

てくれたふるさとであってほしいなと思います。ど

うか本市にとりましても心豊かな高田っ子を育てる

ためにも、このコミュニティスクールを実効性のあ

るものとしてどんどんたくさんの導入をお願いして、

一般質問を終わります。 

○議長（河野正春君） ２番、近藤紀男君。 

○２番（近藤紀男君） 議席２番の近藤紀男でござ

います。 

 通告に基づき、一般質問を行います。 

 生活保護費について質問をいたします。 

 この問題につきまして、昨日、議案質疑でも他の

議員が取り上げておりましたが、私なりの観点から

正していきたいと思います。 

 本年６月末に閉会となりました通常国会において、
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生活保護法改正案及び生活保護に至る前の支援策で

あります生活困窮者自立支援法案は、衆議院を通過

したものの参議院では安倍首相の問責決議案が可決

したことに伴い、審議されずに廃案となっています。 

 しかしながら、政府は既に削減されています生活

保護費を含めた平成25年度予算が成立していること

や近年のデフレによる物価下落を理由として、本年

８月１日より、生活保護のうち、日常生活に必要な

生活扶助の基準額の引き下げを実施していることは

ご承知のとおりであります。 

 本年度の削減幅は、予算の1.5％、約150億円となっ

ておりますが、今後３年間で段階的に引き下げられ、

最終的には平均6.5％、約670億円という前例のない

大幅な引き下げが行われようとしております。 

 減額幅は、世帯構成や年齢、移住している地域等

で異なってまいりますが、とりわけ都市部での子育

て家庭などへの影響が大きいとされています。 

 今後も段階的に生活保護費の大幅削減が実施され

れば、こうした生活保護の利用者を初めとする低所

得者層への影響が大きく懸念されていると思います。 

 現在、全国で生活保護を受給している世帯数は、

本年５月時点では158万2,066世帯で、その受給者の

人数は215万3,816人と過去最多となっています。 

 また、この受給世帯に占める割合でありますが、

高齢者世帯、傷病・障害者世帯、母子世帯の割合は

８割を超えております。 

 ちなみに、大分県での受給世帯は9,068世帯、受給

者数は１万1,597人にも上っております。生活困窮者

の中にはさまざまな困難を抱え、最後のセーフティー

ネットといわれる生活保護を受けなければ暮らして

いけない、こうした社会的に最も弱いとされる人た

ちをなぜ今、痛めつけるのでしょうか。政府の言う

消費者物価は本当に下落しているのでしょうか。消

費税が来年４月には８％、さらには2015年10月には1

0％となることがほぼ確実視される中で、今なぜ生活

保護費を段階的に削減していくのか、どうも理解で

きませんし、現政権による弱い者いじめの感は否め

ないと思っています。 

 また、今回の生活保護法の改正の中では、自治体

に不正受給をなくすための調査権限の強化も図られ、

自治体から税務署に対して対象者の所得税等の情報

提供を求めることもできるようになり、税務署には

その回答義務も課せられています。 

 さらに、受給者の親族に対し、扶養義務の有無な

どの調査も義務づけられています。 

 こうした内容を見ましても、一部の心ない不正受

給者の存在も改正に至った理由の１つであろうと考

えます。違法な不正受給は何としても根絶していか

ねばなりませんが、危惧されますことは、こうした

制度の見直し、改正によって本当に生活保護が必要

な人が申請をためらってしまったり、あるいは必要

とされる書類をそろえることができずに生活保護を

受けることができなくなる、このようなことはあっ

てはならないと思いますし、これまでのさまざまな

痛ましい事例で明らかなように、きめ細かな対応と

同時に、万全の施策を講じていくことが求められて

いると考えております。 

 そこで、何点か質問をいたします。今回の生活保

護費の見直しについての見解及び本市における影響

についてどのように考えるのか、お尋ねします。 

 また、本市における生活保護費の削減幅はどの程

度になるのでしょうか。 

 最後に、現在の生活、受給世帯数及び受給者数は

幾らでしょうか。 

 また、受給世帯に占める高齢者世帯、傷病・障害

者世帯、母子世帯、その他等の割合はどのようになっ

ているのかお尋ねします。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（河野正春君） 福祉事務所長、川口達也君。 

○福祉事務所長（川口達也君） それでは、近藤議

員の生活保護費についてお答えいたします。 

 本年８月から国において、基準額の見直し幅につ

いて10％を限度とし、３年かけて段階的に実施する

旨の制度改正が実施されたところです。 

 議員ご質問のうち、まず生活保護費の見直しにつ

いての見解と本市への影響についてでございますが、

生活保護の基準は一般低所得世帯の消費実態などを

踏まえながら、５年に一度、検証を行うこととされ

ており、前回の見直しは平成20年度に定められてお

ります。前回の見直しからこの間、デフレ傾向が続

いてきたため、経済指標である物価の動向を勘案し

て基準額の見直しが行われたところでございます。 

 さらに、今回は年齢、世帯、地域の３要素につい

ても検証が行われております。個人の消費動向では

年齢を重ねるにつれて消費が伸びる傾向が60歳代ま

で続いていること。多人数世帯は給付が多い状況に

あり、逆に単身世帯は厳しい状況にあること。 

 また、地域性では、都市部は郡部に比べ給付が多

い状況にあるなどの実態が指摘されております。 

 本市の世帯単位で見た場合、基準額の見直しが行
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われているため、給付額は総体として減額される傾

向にあるものの、都市部に比べまして給付そのもの

が低い状況にあったため、その減額幅は小さいもの

となっております。 

 また、高齢者１人世帯のうち、70歳未満の世帯及

び保護受給中ではありますが就労状態にある世帯に

ついては、就労意欲の向上を図るため、収入認定の

基礎控除等が拡大されたことにより、給付額は増加

する傾向となっております。 

 次に、本市における削減幅についてですが、各世

帯における給付状況は、その月の人員数、年齢、収

入状況の変化等を加味する中で計算されますので、

純粋に制度改定による削減分を把握することは困難

ではございますが、世帯ごとに本年７月給付額と今

回制度改定が行われた８月給付額を比較してみます

と、給付額が減少した世帯は95世帯、合計額は30万3,

000円となっております。 

 また、給付額が増加した世帯は38世帯、合計額は2

6万7,000円となっており、給付額全体では３万6,00

0円の減額となっております。 

 このように、今回の制度改正に伴う支給額の変更

が複雑なため、８月保護費支給の際、すべての受給

者に改正の趣旨を明記した文書を発送し、個々の内

容につきましては問い合わせいただくよう周知をし

ているところでございます。 

 次に、受給世帯及び受給者数についてでございま

すが、平成25年８月１日現在は147世帯、171人となっ

ております。 

 また、平成24年度受給者世帯に占める世帯累計の

割合は、高齢者世帯が48％、母子世帯が２％、障害

者世帯が7.3％、傷病世帯が18％、その他の世帯が2

4.7％となっており、総体として近年、保護世帯は3

8世帯、合計額は26万7,000円となっており、給付額

全体では３万6,000円の減額となっております。 

 このように、今回の制度改正に伴う支給額の変更

が複雑なため、８月保護費支給の際、すべての受給

者に改正の趣旨を明記した文書を発送し、個々の内

容につきましては問い合わせいただくよう周知をし

ているところでございます。 

 次に、受給世帯及び受給者数についてでございま

すが、平成25年８月１日現在は147世帯、171人となっ

ております。 

 また、平成24年度受給者世帯に占める世帯累計の

割合は、高齢者世帯が48％、母子世帯が２％、障害

者世帯が7.3％、傷病世帯が18％、その他の世帯が2

4.7％となっており、総体として近年、保護世帯数は

増加傾向にあります。 

 生活保護制度は、国が生活に困窮するすべての国

民に対し、その困窮に応じ必要な保護を行い、その

最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助

長することを目的とする制度でございます。 

 そのため、今後とも不正受給等の防止に努めると

ともに、その困窮の程度に応じて必要な支援が受け

られるよう、保護申請の意思を尊重する中、適正な

事務処理に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君） ２番、近藤紀男君。 

○２番（近藤紀男君） それでは、再質問をいたし

ます。 

 まずは、ご答弁をお聞きしまして、受給世帯に占

める高齢者世帯の割合が48％、今、ご答弁ありまし

て、約半数を占めていることにいささかやはり驚い

ております。 

 また、給付額が減少した世帯が95世帯、逆に増加

した世帯が38世帯あるとのことで、本市での減少幅

は今、ご答弁ありましたように、小さく、余り影響

は少ないものと思っておりますが、来年、再来年と

今後２年間、この削減幅がどうなっていくのか、本

当に気がかりに思っているところでございます。 

 また、本年８月での本市での受給世帯が147世帯で、

受給者数は171人とのことでありました。本市におき

ましても年々、生活保護の新規申請が増加してきて

おりますし、今後の対応も大変なものがあろうと思っ

ております。 

 そこで、再質問でありますが、こうした中で本市

においてはこの生活保護に関するこう適切な助言や

援助を行うケースワーカー、この方々の配置は何名

ぐらい現在配置されているのか、この点のみ再度お

尋ねしたいと思います。 

 これで２回目の質問を終わります。 

○議長（河野正春君） 福祉事務所長、川口達也君。 

○福祉事務所長（川口達也君） 近藤議員の再質問

についてお答えします。 

 ケースワーカー、何名かということでございます

が、現在、社会福祉主事をもちまして現業を行う職

員、いわゆるケースワーカーというものについては

２名配置をしております。 

 以上でございます。 
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○議長（河野正春君） ２番、近藤紀男君。 

○２番（近藤紀男君） 最後の質問となりますが、

要望として述べてまいります。 

 本市での生活保護を担当するケースワーカー、現

在２名というふうにご答弁ありまして、社会福祉法

での配置数はクリアしておりますが、年々、新規の

申請が増加する中で、この受給者の生活や就労支援、

社会的な自立に向けた対応などなど、本当に大変な

ご苦労があろうかと思います。 

 今回の生活保護法の改正は、受給世帯が過去最多

となったことや昨年発覚しましたお笑い芸人の親族

の不正受給が大きく影響しているように思われます

が、この生活保護費の削減は今後の社会保障のあり

方が大きく私は問われているものと思っています。 

 一部の不正受給の実態がテレビを見ても昨年はで

すね、繰り返し、繰り返し報道される中で、あたか

も不正受給が至るところで横行しているような、そ

んな社会に誤った印象を与える中で、私は、この点

についてはより厳しい目が注がれているように感じ

ております。これまでの生活保護法では申請時にお

けるさまざまな事案を勘案して、場合によっては口

頭でも申請できると、これ判例でも明らかにされて

おりました。 

 また、実施機関である福祉事務所には申請者の権

利を妨げないための制約を課しておりまして、生活

保護が必要かどうかを証明する責任もありました。 

 しかしながら、今回の改正では申請者に対して提

出を求める書類や事項が規定されておりまして、申

請者みずからが保護を必要としている状態であるこ

とを証明しないと認められないようになる恐れが出

てきております。 

 このことは至極当然のことのようにありますけれ

ども、生活困窮に陥る人には通常では考えられない

ような多くの困難を抱えた人が多いとされておりま

す。 

 今回の改正によって、生活保護等を必要とする人

がその道を閉ざされることが最も危惧されますし、

こうした人たちをいかに救っていくかが問われてい

るように思っております。ご答弁いただきましたよ

うに、保護申請時の意思を、その方の意思を尊重し、

適正な事務処理に努める、このことが大切であると

思いますし、今後も適正な生活保護法の運用に向け

て関係者皆様のさらなるご尽力を要望しまして、私

の質問を終わります。 

○議長（河野正春君） 一般質問を続けます。 

 10番、土谷 力君。 

○10番（土谷 力君） まずですね、８月12日から1

5日にかけて横浜スタジアムで開催されました第30

回全国少年軟式野球大会において、九州代表で初出

場で全国制覇をした高田中学校野球クラブに対し、

心からおめでとうと言いたいと思います。 

 市民の１人として、また私も高田中学校の野球部

のＯＢとして、大変うれしく思っております。 

 そして、また市民栄誉賞を授与されたと聞いて、

これもまた大変よかったと思っております。今後と

も高田中学校の野球クラブの活躍を期待しておりま

す。 

 それでは、通告に基づきまして、一般質問を始め

ます。 

 まず最初に、ことしの５月に国東半島、宇佐地区

のクヌギ林とため池をつなぐ農林水産循環が国連食

糧農業機構ＦＡＯに世界農業遺産として認められま

した。認められたことによって３カ月たとうとして

おります。 

 県も大変、予算を約2,000万円取って関連予算を計

上して、この世界遺産の登録されたことによる地域

の経済活性化について努めております。 

 豊後高田市においても、３カ月たった今日の現状

を考えて、どのように認識し、今後どのように展開

していくのかお尋ねいたします。 

 次は、宇佐市と国東半島の世界遺産についてであ

ります。 

 先日、８月11日に宇佐神宮・国東半島を世界遺産

にする会の総会が開かれております。 

 この経過の中では大変厳しいものもあろうかと思

います。 

 この中で旗を30本作成し、のぼり旗を作成すると

か、各市町村においての取り組みとして豊後高田市、

国東、杵築、宇佐等々がそれぞれに世界遺産に向け

て取り組みを行っております。 

 そういう中で、世界遺産に対する登録に対しての

認識と現状をどのように考えているのか、今後の見

通しについて、そして、また市民に300本ののぼり旗

を立てて、市民に啓発を働きかけておる世界遺産に

する会の人たちの啓蒙活動について、本市としては

どういうふうなことを考えているのかお尋ねします。 

 ２番目は、円安による本市の影響についてであり

ます。 

 今、100円台に突入しております。輸出はいいんで

すけども、輸入の高騰により、輸入飼料の高騰によ
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り、畜産、肥育、酪農、養鶏など、畜産農家に及ぼ

す影響についての認識についてお尋ねをいたします。 

 食料品、飼料が値上がりしたからといって生産物

にすぐ転嫁できないという、反映されないというよ

うな現状がありますので、生産者はなかなか大変苦

慮をしておりますし、これを国、県の立場から、ま

た市の立場からどういうふうに考えているのか、国、

県に対してどういう働きかけをしているのか、市で

どういう支援しているのか、お尋ねをいたします。 

 ２番目は輸入油の高騰であります。これガソリン

が今160円台になっております。これはシリアの情勢

による原油価格の高騰による部分もあろうかと思い

ますけれども、ガソリンが160円台になっている状況

の中で、漁業者に影響をどのように及ぼしているか、

その認識についてお尋ねします。 

 また、ガソリンが上がったことによって中小企業

への影響が出てきております。これをどういうふう

に考えているかお尋ねをいたします。 

 また、円安によって輸入小麦が高騰しております。

菓子、パン等に影響が出てきておるんですが、その

認識についてお尋ねします。 

 また、９月からかなりのものについて値上がりが

しております。値上がりのラッシュみたいになって

おります。私はこの項目について、とりあえず円安

による本市の影響についてお尋ねをしておきます。 

 ４番目は、農業規制改革の問題についてお尋ねし

ます。 

 これちょっとその中でですね、税法上の優遇措置

の見通しについての見解についてだけお尋ねいたし

ます。農業者に対しては各種の税法上の優遇措置が

講じられています。みずから農業を継続する者に対

しては税制面から支援する。贈与税の増税猶予制度

があります。この制度は農地を集約する点では有効

と考えられますが、農業者の高齢化により農地を流

動化する方針が必要となっている中で、農地の売買

や農地の集積を行う上で、この役割をどのように考

えているか、どのように果たしているか、お尋ねを

します。 

 また、農地集約を阻止している農地法上の規制に

ついての認識についてお尋ねします。農地法は農地

集約を行う場合に、面積や常時、農業に従事するこ

となどの規制があるが、それらの規制について農地

集約を行う上での阻害要因となっていると私は思い

ますが、この点どう考えていますか。農業者の高齢

化や耕作放棄地の増加などにより、農業の将来が描

けない集落や地域がふえているが、今後の農地の集

約に対する対応についてどのように考えているかお

尋ねします。 

 次は、教育問題についてお尋ねします。 

 ４月に実施した全国学力調査の結果を文部科学省

は８月27日に発表したが、それに対する本市の教育

委員会としての認識、分析、今後どのように対応し

ていくのかお尋ねします。 

 質問を短くしろということだったんで簡単にいた

しました。１回目の質問を終わります。 

○議長（河野正春君） 市長、永松博文君。 

○市長（永松博文君） それでは、私からは宇佐神

宮と国東半島の世界遺産登録についてのご質問にお

答えいたします。 

 ことし日本を象徴する富士山が新しく世界文化遺

産に登録されまして、現在、国内には文化遺産13件、

自然遺産４件の合計17件が世界遺産に登録をされて

おります。 

 宇佐地域や国東半島にも全国の八幡宮の総本宮で

ある宇佐神宮を初めとする神社や岩屋寺院など、ま

た田染荘にみる中世の荘園跡地など、神仏習合や山

岳信仰等の歴史を示す多数の資産が残されておりま

す。 

 こうしたことから、大分県と中津、宇佐、国東、

杵築、そして本市の県北４市などとで構成する宇佐

国東文化世界遺産登録推進委員会におきまして、平

成19年１月に世界遺産登録の前提となります世界遺

産暫定一覧表への提案書、宇佐・国東八幡文化遺産

を文化庁へ提出いたしました。 

 その結果としては、継続審査ということでござい

ましたので、同年12月に「宇佐・国東神仏習合の原

風景」として、再度、文化庁へ追加提案書を提出い

たしましたけども、残念ながら文化財の適切な保存、

活用の視点を踏まえつつ、まちづくりや地域づくり

に総合的に生かしていくための取り組みを進めるこ

とは望ましいとするカテゴリ２という大変厳しい結

果でございました。この結果にとらわれず、大分県

や国東半島を中心とした関係者が共同して、大分県

の宝でありますこの宇佐神宮を初めとする八幡文化

史跡群を粛々と保護、保存していくことは、ここに

住む私どもの重大な責務であると、そういうふうに

思っておるところでございます。 

 そういうことの中で、本市におきましては地域の
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皆さんのご理解をいただきながら、平成24年の田染

荘小崎の重要文化的景観の選定、そしてまた今回、

熊野磨崖仏以来58年ぶりとなりますけれども、この

富貴寺境内の国史跡指定と、その価値を明らかにす

る取り組みを積極的に行っているところでございま

す。 

 今後におきましても、市内の数多くの日本を代表

する貴重な文化財を誇りとして、地域の皆様方にも

その価値をご説明しつつ、ご理解、ご協力をお願い

することでございます。 

 また、関係団体と連携を図りながら、この宇佐国

東半島で芽生えた神仏習合の世界を今なお色濃く残

す、このすばらしい地を保存活動を着実にして、将

来において世界遺産登録になることを目指しながら、

努力していきたいと、そう思っているところでござ

います。 

 その他の質問につきましては、教育長及び担当課

長に答弁をさせます。 

 以上、よろしくお願いします。 

○議長（河野正春君） 教育長、河野 潔君。 

○教育長（河野 潔君） 土谷議員の教育問題につ

いてお答えいたします。 

 先月、文部科学省が今年度４月に実施いたしまし

た全国学力テストの結果を公表いたしました。 

 その意義、認識についてでありますけれども、ま

ず義務教育の機会均等と、その水準の維持向上の観

点から、全国的な児童生徒の学力や学習状況を把握、

分析し、教育施策の成果と課題を検証し、その改善

を図ること。そして取り組みを通じて教育に関する

継続的な検証、改善サイクルを確立するとともに、

さらに学校における児童生徒への教育指導の充実や

学習状況の改善等に役立てること等であります。こ

れらを目的に、小学校６年生と中学校３年生を対象

に、国語、算数、数学の教科で知識を確かめるＡ問

題と、応用、活用力を問うＢ問題で出題され、平成1

9年度から実施しておるわけであります。 

 豊後高田市の結果、解析につきましては、小学校

６年生、中学校３年生ともに、すべての教科におき

まして大分県及び全国の平均正答率を上回ることが

できました。 

 しかし、基礎的な知識の定着は進んでおるものの、

読解力を問う問題や根拠を明確にして自分の考えを

書く記述式の問題に課題が見られました。 

 今後、授業改善や家庭学習の推進を図りまして、

課題解決に向けた取り組みを進めていきたいと考え

ておるところであります。 

 そして、さらにこれからの取り組みといたしまし

ては、小・中学生の学力はもとより、体力向上を目

指し、文武両道で活躍できる豊後高田っ子の育成の

ため、学校現場の努力や、それとしっかり連携した

学びの21世紀塾の中でも、いきいき土曜日講座、中

学校水曜日講座及び夏季・冬季特別講座、テレビ寺

子屋講座等の取り組みを行い、学校と家庭と地域が

一体となった教育のまちづくりを今後とも確実に推

進してまいりたいと考えておりますので、何とぞよ

ろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君） 地域活力創造課長、藤重深

雪君。 

○地域活力創造課長（藤重深雪君） 議員ご質問の

世界農業遺産認定後の現状と課題についてお答えい

たします。 

 この世界農業遺産は、議員ご案内のとおり、世界

各地の伝統的な農法や生態系を将来に継承すること

を目的として、国連食糧機構ＦＡＯが2002年に始め

た制度でございます。 

 ことし５月にクヌギ林とため池がつなぐ国東半島、

宇佐の農林水産循環として、豊後高田市を含む６市

町村のエリアが世界農業遺産に認定されたところで

ございます。 

 今回の認定で田染荘を中心として豊後高田市も広

く世界に向け情報発信されていることや新たな魅力

が加わったことで、本市のイメージとともに知名度

もこれまで以上に高まり、大きな効果があったもの

と思っております。 

 この認定を広く周知し、活用していくために、世

界農業遺産推進協議会で10月５日に予定いたしてお

りますシンポジウムの開催、ロゴマークの作成、認

証制度の制定、ブランド化の検討、中学生対象の特

別授業、ボランティアガイドの育成など、さまざま

な地域活性化に向けた取り組みを行うことといたし

ております。 

 また、推進協議会構成団体６市町村のうち、宇佐

市はのぼり旗や卓上ミニのぼり、シールの作成をし

ており、国東市はポスターやのぼり旗などの製作を

検討しているとのことでございます。 

 豊後高田市といたしましては、庁舎に懸垂幕、農

産物直売所や温泉施設などにのぼり旗を設置し、市

民の皆様への周知を行っております。 

 加えて、大分県からの補助率４分の３の里のくら
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し支援事業を活用いたしまして、さらなる取り組み

を行うことといたしております。 

 具体的には、誘導看板の設置、世界農業遺産の

ウォーキングコースの設定、概要説明チラシやウォー

キングコースの入ったパンフレットの作成、スタディ

ウオークの開催、地元食材を使った世界農業遺産弁

当の開発などを行い、これまで保存、継承してきた

農法と地域の特産品を生かした取り組みを検討いた

しております。 

 また、市民の皆様に向けて本定例会で予算計上さ

せていただいております元気創出・プレミアム商品

券事業として、発行総額２億2,000万円の祝世界農業

遺産認定プレミアム商品券を発行し、地域活性化を

図りたいと思っております。 

 さらに、全国に向けて豊後高田の魅力、すばらし

さを情報発信するために、世界農業遺産認定を記念

したオリジナルフレーム切手シートも作成すること

といたしております。 

 しかしながら、この世界農業遺産の価値が農林水

産循環システムであることから、その説明とその価

値を十分理解していただくことが難しく、市民の皆

様への認知度が低い現状となっていることが課題だ

と思っております。 

 ５月に認定されたばかりでございますので、今後

におきまして市民の皆様に十分ご理解いただけるよ

う、地道に息の長い取り組みを行ってまいります。 

 つきましては、今月20日に関係団体の皆様にお集

まりいただいて、今回の認定内容や取り組みのご説

明を差し上げ、世界農業遺産認定を活用した地域活

性化のご協力をお願いさせていただくことといたし

ております。 

 今回の認定を機に、これまで守り継がれてきたも

のを誇りとし、本市のそば、米、しいたけなどの農

林水産物のブランド化を初め、交流人口の増加によ

るグリーンツーリズムの活性化など、地域全体の活

性化へとつなげてまいりたいと考えておりますし、

新規就農者などによる定住人口の増加も期待してい

るところでございます。 

 今後におきましても、農業の付加価値を見出し、

地域活性化に向けた取り組みに努めてまいりますの

で、さらなる御支援をお願いいたします。 

○議長（河野正春君） 農林振興課長、大力雅昭君。 

○農林振興課長（大力雅昭君） 土谷議員の円安に

よる本市の影響についてのご質問にお答えします。 

 最初に、輸入飼料の高騰による畜産農家に及ぼす

現状についての認識及び対策についてですが、本市

の基幹産業であります農業の中で、畜産部門は第１

位の産出額となっており、重要な部門と認識をして

おります。 

 しかしながら、近年は牛や牛乳、卵の出荷価格の

低迷、飼料の高騰など、畜産関係は厳しさを増して

おり、生産者も徐々に減少傾向にあります。 

 このような中で、議員ご指摘の輸入飼料の高騰問

題は、本市のみならず、全国的に深刻な問題となっ

ております。国では配合飼料価格の急激な上昇が畜

産農家の経営に及ぼす影響を緩和するため、従来の

配合飼料価格安定制度の通常補填に対し、緊急対策

措置として異常補填を行う２段階の仕組みを創設し、

農家負担の緩和措置を行っております。 

 また、農林漁業セーフティーネット資金の活用に

よる農林漁業の経営安定対策も講じられております。 

 市といたしましては、本年度の畜産生産振興対策

事業において、新築牛舎の設置や養豚の家畜伝染病

病疫対策に係る施設の設置に要する経費の支援を行

うこととしております。 

 また、ソフト面では、市内で栽培された飼料用米

を給与する「豊後・米仕上牛」の生産販売拡大に取

り組んでおります。 

 また、市内のレストラン等においても食材として

の定着が進んでいるところであります。 

 今後の輸入飼料の高騰に関しましては、円安や海

外の石油輸出国の情勢に大きく左右されることが予

想されますが、市といたしましては国、県の施策や

動向を注視する中で、畜産経営の安定に向けた指導

及び支援を関係機関と連携し、検討してまいりたい

と考えております。 

 次に、輸入小麦の高騰による菓子、パン等への影

響が出ている認識と対応についてのご質問にお答え

します。 

 日本の小麦の概要につきましては、その需要量の

約９割を外国産麦の輸入で賄っています。国内産の

麦は民間流通により取引される一方で、外国産につ

きましては政府が国家貿易により一元的に輸入し、

需要者に供給しているのが現状であります。 

 また、小麦は麦とは異なり、主に製粉業者が製粉

し、小麦粉にして、その小麦を原料に二次加工メー

カーがパンやめん、菓子などを製造しています。 

 議員ご質問のように、近年の円安傾向による輸入
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小麦の高騰を受け、農林水産省は８月29日、政府売

り渡し価格を本年10月から4.1％引き上げることを発

表しました。国内需要の９割を輸入に頼っている現

状では、今後、小麦粉やパンなどの加工食品の値上

がりが懸念されますが、注意深く見守っていきたい

と考えています。 

 こうした状況の中で、国におきましては国内生産

力の確保と食料自給率の向上を図ることを目的とし

て、経営所得安定対策の中で、麦、大豆、そば、菜

種等を戦略作物と位置づけ、積極的に生産拡大に向

けた推進を図っておるところであります。 

 また、小麦粉の代替としての米粉の利用拡大も積

極的に進めています。 

 本市における麦におきましても、今日までこの経

営所得安定対策の柱として積極的に推進しており、

現在では栽培面積が325ヘクタールとなり、年々増加

傾向にあります。 

 また、米粉の活用につきましても平成23年度より

米粉料理教室等を開催し、その利用方法や事例紹介

を行い、米粉の積極的な利用促進を進めているとこ

ろであります。 

 今後につきましても、国内情勢を注視しながら、

関係機関や生産農家との連携を密にして生産拡大並

びに消費拡大に向けた取り組みを進めてまいりたい

と考えております。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君） 地域総務二課長兼水産・地

域産業課長、後藤三利君。 

○地域総務二課長兼水産・地域産業課長（後藤三利

君） 円安による本市への影響のうち、原油価格の

高騰による漁業者への影響についてお答えいたしま

す。 

 一般的に漁業では支出に占める燃油費の割合が高

く、漁業用燃油価格の高騰は漁業経営の持続性その

ものに甚大な影響を与え、水産物の安定供給の確保

に支障を来す恐れがあります。 

 ただ、本市の漁業形態は沿岸漁業が中心であり、

近場での操業が多いことから、比較的、燃油使用料

が少なく、燃油費の占める割合は低くおさえられて

います。 

 しかしながら、魚価の低迷と漁獲量の減少により、

出漁を控えたり、操業時間を短縮する漁業者もいる

ように聞いておりますが、最近の燃油価格の高騰も

少なからず本市漁業へ影響を及ぼしているものと認

識しているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君） 商工観光課長、安田祐一君。 

○商工観光課長（安田祐一君） 土谷議員ご質問の

輸入油の高騰、原油価格の高騰による中小企業者へ

の影響と対応についてお答えします。 

 市内の中小企業者への影響としましては、実態と

しては把握できておりませんけども、輸送業、運送

業や小売業、また製造業などにおいては原油原材料

価格や仕入価格の高騰により、少なからず影響を受

けていると認識しております。 

 現在のような原油価格の高騰などにより、原油原

材料価格や仕入価格が上昇しているにもかかわらず、

製品等の価格に転嫁できないなどで資金繰りに苦し

む中小企業者に対しましては、資金を借りる際に必

要な信用保証協会の保証について、一般の保証額と

は別枠での保証を行うセーフティーネット保証制度

がございます。金融機関からの通常の融資限度額を

超えての融資が可能となっております。 

 このセーフティーネット保証制度の適用には、市

の認定を受ける必要がありますが、認定に係る申請

を受けた際は、迅速に対応させていただいていると

ころでございます。その上で資金面におきましては

金融機関と連携し、県においては大分県中小企業活

性化資金特別融資制度を設けており、市におきまし

ては豊後高田市中小企業事業資金融資制度を設け、

円滑な資金調達に活用いただいたところでございま

す。 

 なお、市の融資制度につきましては４月及び今月

の市報または市のホームページなどで周知を図って

いるところでございます。 

 今後につきましても、機会あるごとに情報提供を

してまいりたいと考えておりますので、よろしくお

願いいたします。 

○議長（河野正春君） 農業委員会事務局長、尾形

稔君。 

○農業委員会事務局長（尾形 稔君） 農業規制改

革の方向についてのうち、税制上の優遇措置の見直

しについてお答えいたします。 

 農業経営の安定、発展を後押しするための税制措

置が講じられておりますが、農業後継者への経営移

譲が安心して進められるよう、また贈与等に伴う農

地の細分化を防止するとともに、農業後継者の育成

を図る目的で、議員ご指摘の贈与税等の納税猶予制

度が設けられております。 

 贈与税の納税猶予制度は、農業経営を行っていた
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個人が推定相続人の１人に農地の全部を贈与した場

合に贈与税の納税を猶予する制度でございます。贈

与を行った者、もしくは贈与を受けた者の死亡のと

きまで、その農地で農業を継続した場合には、猶予

されている贈与税の納付が免除されるものです。こ

の制度は贈与を受けた者が贈与を受けたすべての農

地を含め、農業経営を行うことが条件となっており、

税負担の軽減だけではなく、農業経営の若返りや零

細化防止などに大きな役割を果たしていますので、

若い後継者への継承や農地の確保、有効活用を行う

上では有効な制度だと考えております。 

 次に、農地法上の規制についてお答えいたします。 

 農地法では、農地を取得する場合や貸借を行う場

合、農地経営面積の要件や農地の効率的な利用、農

作業に常時従事することなどの要件が必要となって

います。担い手等の農業をしっかりと行うことので

きる農家へ農地を集積することは、農地の適正かつ

効率的利用の確保や農地を荒廃させないためにも有

効であり、不耕作目的での農地取得など、好ましく

ない農地の権利移動を制限する上でも重要であると

考えております。 

 しかしながら、農業者の高齢化や後継者不足、耕

作放棄地の増加などは全国的な問題であり、国段階

におきまして担い手への農地集積、耕作放棄地の発

生防止、解消の抜本的な強化を行うため、農地の中

間的受け皿としての農地中間管理機構の整備、活用

を行う制度設計を行っているところであり、この動

向を注視するとともに、現在進めている人・農地プ

ランの推進とあわせ、対応をしていきたいというふ

うに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君） 10番、土谷 力君。 

○10番（土谷 力君） それでは、１項目目からお

聞きしてまいりたいと思っております。 

 農業遺産なんですけれども、先ほどの回答の中で

は、そば、米、しいたけ、ブランドにしていきたい、

そういうような方向でお話があったように聞きまし

たけれども、きょうの新聞等々によれば、国東市で

は七島イを大々的にやっていこうとしておりますし、

連携してやっていくという中なんでしょうけれども、

宇佐では先日、しいたけのどんこを世界農業遺産で

やっていこうと、そういう話も出ておりました。 

 やっぱり連携取ってやられているとは思いますけ

れども、こういういい機会を利用して大々的に、例

えばしいたけでいけば、担当の市町村がすべてしい

たけをつくっていると思いますので、共同でやって

いくっていう考え方はあるのかないのか、それをお

伺いしておきます。 

 それから、世界遺産につきましては、先ほど言っ

たように、先日の世界遺産にする会の総会の中で、

各市町村がそれぞれにテーマを持って取り組んでい

るということで、私が気になったのは、高田市の市

長が目指して頑張りますという言葉をいただきまし

た。これは大変力強く聞いていると思います。皆様

が聞いて、頑張っていこうという気になっていると

思います。会員の方が230人ぐらい、いらっしゃるよ

うでございますけども、その中でですね、やっぱり

国東、杵築、宇佐と、この連携を取ってやられてい

ると思うんですけれども、豊後高田市の場合は文化

財を中心に、より文化財の価値を高めていく中で持っ

ていこうと。そしてまた田染荘とか、大変すばらし

い、ほかにない物を持っているんで、それと中心に

やっていこうというのはよくわかりました。 

 しかし、できましたら国東、杵築、宇佐との連携

を密にしてですね、宇佐八幡の神仏習合という考え

方もいいんでしょうけども、世界遺産の形態ってい

うのは集合型っていうのもありまして、景観、自然

と、そういう神社遺跡とを習合して請求していく、

認定のお願いをしていくっていうことがあろうと思

います。 

 そして、前回認められなかって理解できなかった

のが神仏習合の理屈が理解できなかったんだという

ふうに会長もおっしゃっているんで、そういう面か

らもやっぱり今、進められている高田市に残ってい

る高田の文化財をより価値をつけていくっていうこ

とについては、私はいいと思います。 

 それプラスですね、できましたら国東と杵築、宇

佐等々、連携を取りましてですね、宇佐も五百羅漢

とかですね、すばらしいまだ文化財としての物を持っ

ておりますし、宇佐八幡が最大の文化財だと思って

おりますけども、そういう杵築、宇佐、国東と連携

を市長に取っていただいて、一日も早く宇佐神宮と

国東半島が文化遺産に登録できるようにご尽力いた

だければありがたいと思っております。 

 また、大分市の佐賀関から豊後高田市までの海岸

の景観をですね、大分市から佐賀関、豊後高田市ま

での海岸線が国土交通省認定の日本風景街道として

登録されている。これも５月に登録されているわけ
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ですし、大変、小さな豊後高田市と言いながらも、

大変光るものが多くなって、この光るものを大きく

活用して高田市の発展に努めていただければと。そ

の中でやっぱり文化遺産、農業遺産、これをやって

いただきたい。 

 １点目の農業遺産についての質問で、後は要望で

す。 

 円安による影響でですね、デフレがもう15年続い

ているんですよ、日本は。 

 デフレの中の円安っていうのが、これちょっと難

しい問題があろうかと思うんですけど、それは大分

前にインフレとデフレ、空中爆発と沈没船で１回や

りましたけども、中小企業に対してのセーフティー

ネットというのはかなりできているんですけども、

いい話なんですけども、農業、漁業者等については

現況が大変だっていうことだけの状況で、漁業者に

対して市としての支援がまだないようなんで、これ

ぜひ漁業者また農業者、または輸入小麦の高騰によっ

て菓子、パン等を生産されている方々が、うちでも

ちょっと試算をしたんですけども、２円とか３円な

んですよ。だからパンそのものにスライドができに

くい価格なんで、じわじわじわと貧乏になってくる

んじゃないかなというような、4.5％というあれを計

算しましたらそうなりました。これも要望でいいん

ですけども、できたら中小企業者に対するセーフ

ティーネットと同じように、そういう漁業者とか農

業者等に対する方向も考えていただきたいっていう

ことを要望しておきます。 

 農業規制改革の方向についてなんですけども、こ

の税制上の優遇の見直しについては質問はしません、

これは要望でやっておきます。農地の固定資産税ま

たは相続税の固定資産税が安いっていうことがＴＰ

Ｐにおける日本の農家の足腰を弱くしているという

ことになってくるわけなんです。 

 と申しますのは、相続税が安い、固定資産税が安

いっていうことになれば、農地は手放さなくていい

と。だから３反、４反ぐらいの農地が高田市内には

たくさん残っております。 

 私のそばにも荒廃してしまっております。 

 農業委員の方が何度も足を運ぶんですけども、い

や、いいよと。おれのところはしないよと。 

 公道に面していて、宅地並み課税でいけば売った

り買ったりするんでしょう。 

 １つには、宮町で友達が土地を持っております。 

 宮町の土地だったら宅地ですから、もう高いもん

ですから早く処分しなきゃいけない。農地だったら

農道に面していて放置していて、こんなに大きな雑

木が生えていてもそのままにしている。それは固定

資産税も安いし、税制が安い。それがしいては農業

の集約ができない大きな原因だろうというふうに農

林水産省も考えておりますし、今度、税金の問題、

農地に対する税制度の改革をしていかないと、ＴＰ

Ｐに対する足腰の強い農家ができないんだろうと。

そういう意味で質問をさせてもらいました。ちょっ

と方向が違っていたんですけども、私の方向として

は、農地法の関係と全然違う方向の質問をしたもん

ですから、私自身はもうそこでとめましたので、要

望だけにしておきます。 

 教育問題についても要望だけにしたいんですけど

も、朝日新聞の中で、全国学力調査に対する社説が

出ているんですよ。教育長、社説では、そろそろ順

位に一喜一憂するのはもう卒業したいと。６回目に

なる全国学力調査の結果を見て、そういう思いを深

くしました。 

 じゃあ、全国学力調査のこれは何に使ったらいい

んだろうか。この中にたくさん出ております。お金

のたくさんある人はいい教育を受けているっていう

ような結果が出ています。それらの全国学力調査の

結果っていうのは、先ほど教育長のほうの回答にあ

りましたけれども、子供の苦手を知り、わかる教え

方を工夫するためのテストなんだと。こういう方向

づけをしたほうがいいんではないかと。と言うのは、

全国学力調査の結果を見て学校を決めている。いい

学校に行きたい。調べてみたら、富裕層の人たちが、

高田市は学校、文科省が豊後高田方式というような

方向まで出してくれた、大変ありがたい方向なんで

しょうけども、全国ではないから塾なんですよ。 

 塾に通わせる資力のあるところの人たちが学力が

上がっているっていう結果が出ている。 

 そういうことなんで、本当に大変なことだと思う。

豊後高田方式が文科省で取り上げられたこと自体が

大変なことだと思います。 

 しかし、全体的に見たら、塾に行けるか行けない

かでテストの高さ、低さが決まっているっていう状

態にあるという社説の内容なんですよ。だからこれ

は要望で結構ですけども、この学力調査の結果を一

喜一憂しないで、やはりこの調査を糧に教育の中に

生かしていただきたいという要望をしておきます。 

 じゃあ、１個の質問で、あとは要望です。 

○議長（河野正春君） 土谷議員、農業遺産関連の
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答弁だけでいいですか。 

○10番（土谷 力君） そうです。 

○議長（河野正春君） 地域活力創造課長、藤重深

雪君。 

○地域活力創造課長（藤重深雪君） 土谷議員の世

界農業遺産の再質問についてお答えいたします。 

 議員ご案内のとおり、統一した品目として、しい

たけや米などが考えられると思います。現在、協議

会におきまして認証制度を行うことといたしており

ますので、具体的な作物につきましては今後、協議

会の中で十分検討してまいりたいというふうに思っ

ております。 

 今回、国東半島、宇佐地域の農林水産循環システ

ムが世界農業遺産に認定されておりますので、豊後

高田市といたしましては庁内プロジェクトチームを

中心として、関係団体と連携を図りながら、そば、

米、しいたけなどの農産物に加えて、ボタンボウフ

ウやガザミなどの水産物につきましてもさらなるブ

ランド化の強化、情報発信に努めてまいりたいとい

うふうに思っております。 

○議長（河野正春君） 農林振興課長、大力雅昭君。 

○農林振興課長（大力雅昭君） 土谷議員の農業遺

産の関係のしいたけの関係でございます。 

 今しいたけの各農家につきましては、県の農協、

しいたけ農協のほうに出荷がほとんどでございます

が、今回の６月の合同新聞のほうに、県のしいたけ

農協が干ししいたけ、農業遺産の関係の地区の干し

しいたけを集めた袋詰めを販売をするということで

記事が載っておりました。 

 また、豊後高田につきましても、この県の生産の

部門ですね、推進をしてまいりたいと考えておりま

すので、またご理解のほどよろしくお願いしたいと

思います。 

○議長（河野正春君） しばらく休憩します。 

 なお、午後１時10分に再開をいたします。 

午前11時39分 休憩 

午後１時10分 再開 

○議長（河野正春君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

 一般質問を続けます。 

 １番、土谷信也君。 

○１番（土谷信也君） １番、土谷信也でございま

す。 

 通告に基づき、一般質問を行います。 

 まず、初めは本市の観光振興についてであります。 

 大分県豊後高田市は古い時代が息づく町、千年の

ときを越えて受け継がれてきた美しい自然、六郷満

山文化の歴史が織りなす豊かな風土、古い町並みや

伝統行事など、古きよき時代を知り、ふれることが

できる町ですと観光協会の紹介にありますように、

国宝富貴寺を初め、数々の見事な文化財、世界農業

遺産にも登録された中世の荘園の景観を今も残して

いる田染荘、花の岬長崎鼻リゾートキャンプ場、ま

た３つの公共の温泉施設やそば粉生産量県一のそば

どころなど、食といやしの空間を備え、そして今や

全国的に有名になった昭和の町をメーンとしての多

くのイベントの実施や古くからの伝統行事の見物な

どで、現在では昭和の町だけでも年間40万人、豊後

高田市全体で100万人を超す観光客が本市を訪れてい

ると聞いております。これも市や商工会議所、また

各団体が一丸となっての観光誘致活動の成果である

と感謝を申し上げます。 

 そこで、質問に入りますが、１点目は豊後高田、

そして国東半島への鉄道の入り口であるＪＲ宇佐駅

のことについてお尋ねをします。 

 以前、宇佐駅の改札口を今の反対側、つまり豊後

高田側に開設の要望をした経緯があったと聞いてお

りますが、その後どのような経過になっているのか

お聞かせください。 

 また、宇佐駅の駅名の変更の件や宇佐、それから

柳ヶ浦両駅の利用客数の状況など、わかる範囲で結

構ですので、お願いをいたします。 

 ２点目は、豊後高田への車での乗り入れ口の国道1

0号線から国道213号線へアクセスする岩崎の交差点

の件であります。中津方面から来る下り車線からは

左折でもあり、角度的にも入りやすいのですが、大

分、別府あるいは高速道路利用の農業文化公園方面

からの乗り入れは鋭角の右折であり、以前から私は

ずっと思っていましたが、何だか通り過ぎて、また

後戻るような感覚がしてなりません。皆様方もその

ように感じたことはなかったでしょうか。地元の人

間である私がそのように感じるということは、自分

で運転して乗用車でおいでになる方は、特にそのよ

うに感じて、入りにくいのではないかと思います。

豊後高田、国東半島への入り口の岩崎の交差点が他

市の宇佐市なので難しい点も多いとは思いますが、

そのアクセスの改良について関係機関への要望をし

てはいただけないでしょうか。お考えをお聞かせく



９月 11 日 

 - 35 - 

 

ださい。 

 次は、食農教育についてお尋ねします。 

 食は食べる食、農は農業の農です。余り聞きなれ

ない言葉ですが、食農教育とは食べ物がどこでどの

ように育てられ、どのように食卓に届けられるのか、

そのプロセスを知識として習得しつつ、農作物の観

察やみずからが農作物の栽培を行い、五感を使う実

体験を重視する食と農の一体的な学習の取り組みで

あります。生きる根源である食について、人間もま

た生物であり、他の生物が生産するエネルギーを取

り入れながら生きていることを感じ、また無機質か

ら有機質を生み出す植物の力を知り、人間の知恵で

農の営みに発展させたことを学び、そして体感と体

験を通じて豊かな感性と健全な心身の発達と生きる

力の基礎をつくることが食農教育の目指すところで

あります。 

 また、これらは一義的に子供たちの食への理解、

食を支える農や自然への理解に対する取り組みであ

ると思いますが、そこから農業振興や地域社会の再

生につながることも期待されるのではないかと思わ

れます。現在、市内の各学校でも農作業体験の取り

組みは実施されていると思いますが、教育現場にお

いてその質を高め、活動を継続していくため、教育

機関、農業者、ＪＡ、地域住民等が連携し、一環的

な食農教育の進め方や取り組みの指針となるマニュ

アル等を作成し、積極的に取り組んではどうかと思

いますが、お考えをお伺いします。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（河野正春君） 市長、永松博文君。 

○市長（永松博文君） 私からは、まず宇佐駅の利

用状況と東側改札口の開設計画についてのご質問に

お答えいたします。 

 宇佐駅は国東半島の入り口駅として、また本市に

とって最寄りのＪＲ駅として大変重要な駅と認識を

しております。 

 その利用状況につきましては、平成24年度の１日

平均の乗車人数469人、降車人数490人となっており

まして、年度において変動はありますものの、ここ

５年間において、ほぼ横ばいの状況であります。 

 また、柳ヶ浦駅との比較をいたしますと、平成10

年代は、２つの駅は利用状況がほぼ同じ時期もござ

いましたが、現在は残念ながら柳ヶ浦駅の約75％の

利用率となっております。 

 本市では、これまでに宇佐駅を基軸にした観光振

興や地域の活性化を取り組むという観点で、体制の

整備やＪＲ九州に対する要望活動を行ってまいりま

した。 

 具体的には、平成11年度に宇佐駅整備促進期成会

を立ち上げまして、宇佐駅構内の観光案内板を設置

したほか、要望活動として、国東半島観光の入り口

にふさわしい駅名への変更、それからまた駅東の改

札口や駅舎の整備、そして大分向けの通勤者のため

の早朝や最終便の特急の増設や宇佐駅に停車する特

急や普通列車の増便などを要望してまいりました。 

 その結果、特急の大分発最終便の増設や普通列車

の延長運転など、一定の成果をおさめているところ

でございます。 

 しかしながら、駅東側改札口の開設につきまして

は、宇佐駅の構造上、新しい駅をつくるのと同じく

らいの大規模な整備となりますことから、これはＪ

Ｒさんではできないということで、地元でやるには

非常に難しいとの判断に達していたところでござい

ます。 

 また、宇佐駅を再生する会という民間の要望活動

も平成21年にございましたが、現在、東側の整備に

関しての動きが少なくなっているという状況でござ

います。 

 次に、国道10号線から国道213号線本線入り口への

アクセスの改良についてお答えをいたします。 

 議員ご指摘のように、大分方面から国道213号に入

る際のカーブが鋭角となっているために入りづらい

ということもございますし、交差点の構造上、大分、

別府方面からの入り口がわかりにくいという、そし

てまた曲がりにくく感じることは感じております。 

 そのために、本市入り口の顔である岩崎交差点に

つきましては、特に案内板とか、それからまた案内

看板とか案内標識とか、そういう物の充実を図るな

どして観光客や旅行者等へのアクセスの利便性を確

保してきたところでございます。 

 しかしながら、議員のご指摘のように、観光振興

の観点からは、わかりやすくスムーズにお越しいた

だくためにもアクセス改良も必要ではないかと考え

ておりますので、どういった形が将来的にもベスト

であるか、今後検討し、そしてまた県等に、関係者

にご相談し、要望もしてみたいと思っております。 

 また、駅もそういうことで、これからも長い要望

活動をしながら、できるだけ豊後高田の観光のため

にやっていきたいと思っております。 

 その他の質問につきましては、教育長に答弁させ

ますので、よろしくお願いします。 
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○議長（河野正春君） 教育長、河野 潔君。 

○教育長（河野 潔君） 土谷議員の食農教育推進

についてお答えいたします。 

 議員の言われるように、食農教育は生きることの

最も基本的な要素である食と、それを支える農業に

ついて学び、体験することであります。 

 本市におきましては、市内小・中学校で多くの体

験学習を実施しておるところであります。 

 事例を挙げますと、小学校では稲作体験活動や野

菜農業体験等を行っていますし、また豊後高田市の

特産であります、そばとねぎの栽培を行い、種まき

から収穫、そしてそば打ち体験やねぎ料理教室を地

域の方々とともに行っている学校もたくさんあるわ

けであります。中学校におきましても学校園を活用

し、地域の田畑をお借りし、野菜や果物、米、そば、

ピーナツ、しいたけ等の栽培体験を行い、農業体験

学習を現在実施しているところでもあります。 

 このように、各学校では地域の特色を生かしたさ

まざまな体験学習の場を設けているところでありま

す。 

 議員ご質問の食農教育をＪＡや関係機関との連携

を図り、進めていくことを本市の教育指針の１つに

定め、推進するかにつきましては、今後、関係機関

と協議を図りながら、食育教育の推進とあわせて検

討してまいりたいと考えておりますので、何とぞよ

ろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君） １番、土谷信也君。 

○１番（土谷信也君） 本市入り口へのアクセスの

改良については、市長から前向きな取り組みのお考

えを示していただき、ありがとうございます。 

 ご答弁は要りませんが、再質問というより将来の

構想として、私の考えを聞いていただければと思い

ます。 

 私は、10号線から本市へのアクセスは別府方面か

ら宇佐、中津方面に向かいまして左側に和田病院が

あります。その反対側に大きい修理工場があります。

その修理工場の手前から右に緩やかに右折をして、

高架、ＪＲの線路、高架で越して、それから今、言っ

た宇佐駅の裏口をですね、開設して、裏口を通って

今の農免道路と並走してクリーニング屋さんのあの

三叉路の交差点にアクセスすると。そういうこう路

線が一番いいんではないかなと、前々からこう通る

たびに思っておりました。宇佐駅の整備の高架工事、

そしてアクセスの改良には莫大な費用もかかります

し、ＪＲとの交渉や用地交渉も大変なことと思いま

すが、豊後高田のためだけではなく、宇佐、豊後高

田、それから国東の広域圏の発展のために、この道

路を国道213号線のバイパス路線として計画すること

は、決して夢のような話ではないと思いますので、

今後はどうかよろしくご検討のほどお願いをしまし

て、私の一般質問を終わらせていただきます。 

○議長（河野正春君） 一般質問を続けます。 

 20番、大石忠昭君。 

○20番（大石忠昭君） 日本共産党の大石忠昭であ

ります。 

 今回は、市民の声を取り上げまして、大きく分け

て７項目の質問をいたします。なるべく短か目に簡

潔にしたいと思いますが、もしわけのわからない質

問があった場合は注意してください。改めます。 

 同時に、議長にお願いしたいんですが、市長、課

長などの答弁が質問した以外のことを長々答弁する

場合には、即注意してとめてもらいたい。質問の趣

旨に沿った明確な答弁をするよう、議長としても取

り計らいを改めてお願いをして質問に入ります。 

 第１は、市長の政治姿勢にかかわる問題で、消費

税増税と社会保障改悪を食いとめたいということか

ら、２点の質問です。 

 １点は、ご承知のように、安倍内閣が10月に開か

れます臨時国会において、予定どおり、来年４月か

ら消費税増税を実施するか否か、この可否の判断を

しようとしています。 

 しかし、ご承知のように、今、市民、国民の所得

は減り続けておりまして、この時点で消費税、史上

最大規模に増税するということは国民の暮らしや経

済にとって壊滅的な被害を受けることになると思う

んです。 

 よって、新聞、テレビの世論調査を見ましても、

多くの国民が今、増税すべきじゃないという声を上

げています。 

 よって、第１の質問は市長としても市民の暮らし

を守るために増税を食いとめると。そのために政府

関係機関に働きかけてもらいたいと思いますが、ど

うでしょうか。働きかけるか働きかけないかが質問

です。 

 もう１つは、政府は今、例えば高齢者に対する医

療費の窓口負担を、１割を今度は２割に引き上げよ

うと。医療費の改悪、さらには国民健康保険の運営
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を都道府県に変えようという国保の改悪、さらには

介護保険についても現在サービスを受けている要支

援１、２、いわゆる介護が軽い方ですね、について

もこれ介護保険から外そうという改悪など、次々と

社会保障の改悪がやられようとしておりますけれど

も、これは大変な問題なんです。 

 よって、質問としては、市長はこれ以上、市民に

負担を押しつけないために、国に向かってですね、

この社会保障制度の改悪をやめてくれと、声を大に

して働きかけるべきだと思うんですけれども、働き

かけるか働きかけないか、答弁をしていただきたい

と思います。 

 次は、２番目は農業問題についてなんですけれど

も、４月の市長選挙で永松市長は公約を書いたはが

きを１枚も配りませんでした。何か自慢みたいな話

をしておりましたけれども、市民はやはりそれぞれ

いただいたはがきなどで、市長はこれが最後だろう

けれども、どういう公約を持っているか、やはりちゃ

んと読んで投票するかどうか、判断基準になる。選

挙運動としては個人名を書いて投票依頼できるのは

選挙しかないんです。 

 ところが、出さなかった。あと市民は公約を知る

のは新聞記事だと思うんですけれども、どの新聞を

読んでみても永松市長は豊後高田市の農業振興にど

う取り組むかということは、全然書かれていません

でした。全然、農業振興に取り組む気がないと私は、

ないなどということはないというふうに私は思いま

すけれども、市民の間ではこういう市長の態度を見

て、永松市長というのは新聞、テレビで取り上げる

昭和の町だとかそばだとか、あるいは各種イベント

だとか、大変熱心だけれども、高田の大事な産業で

ある農業が大変な事態になっている。ここ四、五年

たったらどうなるかという事態のときに、何で高田

の農業をどうするというような公約を掲げることが

できないのかという批判の声であります。市長もそ

の声、伝わっていますか。 

 よってですね、ここに市長選挙後の市報５月号が

ありますけれども、２ページにわたって大きな写真

を入れてですね、市政のかじ取り役として、最後の

この４年間はこうやるということが写真入りで書か

れているんです。これどこを読んでみても、農業振

興という活字がない。農業の、「の」の字が出てこ

ないんです。これはなぜなのかということも非常に

疑問でした。先ほど言いましたように、農業振興に

取り組む意思がないということはないというように

私は思うんですけれども、あるんならばですね、答

弁はこれまでこういうことをしてきたいということ

は一切要りません。どんなことをしてきたかは市民

が一番知っていますし、今の現状も大変な事態になっ

ていることも知っています。この現状の中で高田の

農業をどう振興させていくか、今後どうしようとし

ているかだけ明らかにしていただきたいと思います。 

 次は、３番目はケーブルテレビについてでありま

す。 

 ケーブルテレビが開設されまして丸々５年たちま

した。議会の放送を始めてからも４年たちましたが、

もうこの際、全面的に総括をして、市民の要望に応

えてやる見直しと言いますかね、再検討が要るんで

はないかと思って、私も前向きな角度から質問をし

たいんです。いろんな市民の声がありますけれども、

若干、議会放送に関する件で紹介しますと、一番多

いのはですね、最初はやはり議会放送に関心があり、

よく見ておったけれども、もう質問も答弁も長過ぎ

てようわからんと、もっと簡潔にできんのんかと、

一問一答方式ができないかという声も多いです。あ

るいは、同じあれだけの金を使って施設をつくった

んだから、一般質問の録画放送だけじゃなくて、せ

めて議会の本会議は生中継で全部映すべきじゃない

かという声。それから、ただ発言をしている人だけ

にカメラを向けるんじゃなくて、時々は議場の議員

の状況、執行部の状況もカメラを回して映してくれ

などなど、いろいろ意見があります。どうするかに

おいては河野議長も何とか改革しようということで、

今、議会に活性化特別委員会が設置できて、この20

日の日にもこの問題で議論することになっておりま

すから、そこで結論づけが出ると思うんですけれど

も、そこで私は３点質問をしたいんです。 

 １点目はですね、議会の放送だけじゃなくて、ケー

ブルテレビ全体の問題として、やっぱりこの際、市

民アンケートを実施して市民の皆さんがどういうよ

うな番組を望んでいるのか、今までやったことにつ

いてもどういうことで評価しているのか、どういう

ことで批判をしているのかね、その市民の希望に応

えて、やっぱりこの際、放送内容の改定、再検討が

要るんではないかと思っていますが、そうする考え

が市長、あるのか。 

 あとはですね、議会で、議会放送については議会

で検討しますけれども、物理的なことで２つですね。 

 １つは、生中継をするのは新しい庁舎ができてか

らでないとできないという声があるんですけれども、
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ちょっとつなぎ込みだけすれば、そう金をかけなく

ても、今でも生中継ができるようになるんじゃない

か。 

 もう１点は、例えば今、私にカメラが向いていま

すが、私だけじゃなくて、声は大石の声が通っても

絵は全体が映るようにカメラを回すということは、

一銭も金かけなくても今のカメラ３台回しさえすれ

ばできると思うんですけど、それができるのかどう

か。ここをはっきりさせてですね、特別委員会で審

議をしたいと思いますので、明確に答弁をしてくだ

さい。 

 次は、４番目は公共施設の電気の節減化について

です。 

 豊後高田は自治会が管理をしている防犯灯につい

てはですね、約4,000万円の予算をかけて全面的にＬ

ＥＤ化に踏み切ることになりました。これは評価を

しております。 

 問題は、この庁舎についてはね、建てかえが来年

から始まりますから、もうする必要はありませんけ

れども、あるいは図書館などはできておりますけど

ね、あとの施設について、あるいは市が電気料を払っ

ている、管理している街路灯も随分ありますけれど

も、そういうところについてはですね、やっぱり早

急にＬＥＤ化に踏み切るべきではないかと思うんで

すが、市長の見解を求めます。 

 ５番目は、河川プールの問題についてです。 

 市役所の東側、若宮八幡の東側にですね、河川プー

ルができています。これは倉田市長時代、佐々木県

議も力になって、大分県の河川プールでは断トツ、

ずば抜けて立派なプールです。市がその分、特別に

金を出していますけれども。 

 しかし、ある方からですね、大石さん、ちょっと

現場を見てくれんかいという電話がありまして、行っ

てみましてびっくりするばかりですね。あの25メー

トル、競技ができる河川プールというのは大分県で

豊後高田だけなんですけれども、これがですね、水

の色がこの色、この緑色ですね、底が見えないだけ

か、全然中も見えない。浮遊物が浮いておってカエ

ルがおってゲンゴロウが、写真も撮りましたけどね、

そんな状況。何でこんなことになったんか。今、管

理しているのは大分の警備会社の方でした。警備会

社の方は市の教育委員会に苦情を言っておりました。

幾ら私たちがこの塩素剤をくれと言っても、予算が

ないのか、知らんと。予算がないんなら私たちの予

算も減らしてでも回してくれればいいのに、何ぼ言

うても持ってこないと。だからこんなんなって、使

用者からは怒られて、とうとうだれも来んようになっ

たと。このデータ見てください。塩素剤がなくなっ

てからはどんどんどんどん人が減ってしまってゼロ

になる。１人か２人という状況でしょ。私が行って

いるときも、まだ変わっちょらんわって帰りました。

こんな私はですね、市議会議員としてこういう問題

をチェックできなかったということで、もう市民に

大変申しわけなかったと思っています。だから私は

すぐ教育長に電話しました。もうことしは間に合わ

ん、だけん来年に向けてね、今の現場を見て今後ど

う改善をするかということが大事じゃないかという

ことで、前向きの申し入れをしました。 

 ところが、その翌朝５時からいろいろとやってお

りましたけどね、それでも利用者はゼロになりまし

たね。そのことをもう私は要求したんじゃないんで

す、来年度に向けてどうするかということを申し入

れたんですけどね。 

 そこで、３点の質問なんです。あの現状を見てで

すね、教育長は現場見たと思うんですけど、どう認

識しましたか。私はね、そらもう議員として恥ずか

しい思いをしました。市民に申しわけないと思いま

したが、教育長はどうだったんでしょう。これで教

育の町と言えるんでしょうか。 

 来年度に向けてね、やっぱり抜本的に、あれだけ

の大分県一の河川プールですから、多くの市民が有

効活用できるようにね、改善をしてもらいたいと思

いますが、どうでしょうか。 

 ２つ目は、トレイの問題ね。これも何人からも泣

きすがるように言われました。孫を連れていったら、

もうじいちゃん帰ろう、あんな汚いところに行かれ

んということで、トイレに行かれないというでしょ。 

 現場も見せてもらいました。障がい者のトレイは

使わせないように鍵をかけている。シャワーがある

けれどもね、シャワーがついている河川プールなん

ていうのは大分県で豊後高田だけですよ。シャワー

を使っておったらトイレの水が使えんから、トイレ

が使えない、びしょびしょになるという状況ですね。

この現状を認識しておるんですか。即刻改善すべき

だと思うんですが、どうですか。 

 ３点目は、あの横にあります河川公園ですね、も

うこれも莫大な金かけたんですよ。私は最初からよ

く知っていますけれども、水害で流されましてね、
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もう今度はどんな水害があっても流れないというほ

ど生コンをすごい量入れたんですよ。今は絶対流れ

ないです。生コンで下から固めてしまったんですよ。

その莫大な経費をかけた河川公園が今では何ですか、

草の山でしょ。一歩も足を踏み込めない、マムシの

巣になるような状況を見て恥ずかしいと思いません

か。市長、どうでしょうか。私は倉田市長時代にこ

の問題、質問したら、市長がちゃんと答えた。会議

録を読んでみて、当時は倉田市長が答えています。

教育長ではないです、この問題は。市長、どう思い

ますか。答えてください。 

 次が、６番目が児童クラブ、放課後クラブのこと

ですね。 

 これは、高田の場合、11小学校あって９カ所あり

ましてですね、大体、全面的にできているんですけ

れども、私は保護者負担の問題で質問したいんです。 

 実は、大分市ではですね、この児童放課後クラブ

について、生活保護者、ひとり親家庭、それから準

要保護家庭についてはですね、完全無料です。全額、

市が補助しています。それから住民税の非課税世帯

や２人利用している家庭についてはね、半額、市が

補助をして、いわゆる負担軽減措置を取っているん

です。高田市も教育の町と言うんならば、こういう

先進事例に学んでですね、本当に生活が困難な家庭

についてはこういう制度を設けるべきだと思うんで

すが、どうでしょうか。 

 最後は、市民乗合タクシーの件です。 

 これも開設されてから６年、もう７年目に入りま

したかね、大変、市民から喜ばれてきたんですけれ

ども、実態としては高齢者社会を迎えて老人がふえ

ているのに、利用者は減っているという現状があり

ますね。 

 それで、私は県下を調べてみましたけれども、や

はり高田の場合、往復で400円というのは高過ぎると

思うんです。本当にですね、高齢者対策でやるんな

らば、半額、よそと同じように、片道100円に引き下

げをしてですね、利用したい方が全員いつでも気軽

にですね、安い負担で利用できるように改善すべき

だと思うんですが、市長の見解を求めます。 

 以上であります。 

○議長（河野正春君） 市長、永松博文君。 

○市長（永松博文君） それでは、私からはまず消

費税及び社会保障制度改革についてのご質問にお答

えいたします。 

 消費税につきましては、社会保障と税の一体改革

関連法案として、昨年の８月に参議院において可決

成立し、税率については平成26年４月において８％

へ、平成27年10月に10％へ段階的に引き上げられ、

増収分はすべて社会保障の財源になるということで

ございます。 

 消費税に関しましては、昨年の３月と12月の定例

会において大石議員にご答弁申し上げましたように、

増税そのものについては反対でありますし、実施せ

ずに済むのであれば、それが一番いいと私も思って

おります。 

 しかしながら、社会保障給付費が年々増大してお

り、その対応が急務となっていることも事実でござ

います。 

 本日の新聞によりますと、安倍首相は各種の経済

指標が改善し、予定どおり消費税引き上げの環境は

整ったとしており、そのための経済対策を今月末ま

でにまとめるよう指示したとされております。 

 最終判断は10月１日とされておりますので、現段

階では首相の判断を待つ以外はないと私は思ってお

る次第でございます。 

 次に、社会保障制度改革についてお答えいたしま

す。 

 政府の社会保障制度改革国民会議は、医療、介護、

年金、そして少子化対策の４分野において、高齢者

も経済力に応じて社会保障財源に貢献する仕組みに

見直すよう最終報告書をまとめました。 

 これを受けて、政府は制度改革の手順などを定め

た法案の大綱を８月21日に閣議決定したところでご

ざいます。 

 本報告は、かねて私ども全国市長会が要望してお

りました国保運営主体の移行について抜本的な改革

の方向性が示されましたが、給付、負担の両面での

世代間の公平さを目的とされているために、高齢者

にも新たな負担を求めるなどの提言がされておりま

す。 

 介護保険につきましても、全国市長会が要望して

いました低所得者の保険料の国における軽減措置の

拡充について示された一方で、予防給付の見直しや

一定以上の所得がある利用者負担の増なども提言さ

れております。 

 現時点では、具体的な内容は決定しておらず、引

き続き国において議論されていくことになりますの

で、動向を注視するとともに、その内容については

他市とともに情報を共有し、検討したいと思ってお

るところでございます。 
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 続きまして、農業振興についてのご質問にお答え

いたします。 

 本市の基幹産業というのは農業であります。私は

市長就任当時より積極的に農業振興に力を注いでま

いりました。これはこれまでどおり、今後も全力を

挙げて取り組んでいく所存でございます。 

 西日本有数の産地である白ねぎは、主たる干拓地

に加え、平成16年より九重町を中心にした冷涼な高

原とのリレー栽培に取り組んでおります。 

 また、日本一の作付面積を誇る春そばや市の農業

出荷額第１位の畜産など、今日ではさまざまな農産

物の分野において県下を代表する産地となっており

ます。 

 その他、本市の花き、いちごは市外市場でも高く

評価をいただいているところでございます。 

 さらに、現在29の集落営農組織がございますが、

そのうちの11組織の法人化を図ることができました。

これらの組織におきましては農業生産活動はもとよ

り、農地の維持、保全活動と地域の活性化にも積極

的に取り組んでいただいております。 

 このような組織活用が評価されまして、平成18年

にはふき活性化協議会が天皇杯を受賞するという栄

誉になりましたし、また翌19年度には豊後高田そば

生産組合が農林水産大臣賞を受賞もいたしました。

近年では生産振興を図るだけでなく、市の代表品目

となったそばを初め、落花生、菜種油、ひまわり油

といった生産から加工、販売に至る６次産業化にも

積極的に取り組んでおるところでございます。 

 このようなすぐれた農産物と生産に取り組む人材

を将来に渡って継承するために、農業後継者やＵＪ

Ｉターンなどの新規就労者の確保にも努めておりま

す。 

 特に、農業経営者に対しまして、本市は多くの後

継者が育成でき、35歳未満の農業青年組織への加入

者数は県内のトップでございます。 

 それから、私は昨年からことしにかけて４名の農

業技術者、技術専門員を採用いたしました。これも

私が農業にいかに対面するかという覚悟だと私は思っ

ているところでございます。 

 今後も農業を取り巻く情勢というのは非常に厳し

さを増してまいります。さまざまな要因に影響を受

けることは想定されますが、地域農業の将来像を描

く上で欠かすことができないのが人・農地プランを

積極的に推進し、地域農業の体制強化に向け、新規

農業者の確保や担い手への農地の集積、そしてまた

農業用機械器具の導入等に有効な施策、制度を活用

しながら、市として生産者、関係機関が連携して、

地域農業の維持、発展に努めてまいります。 

 また、本市を含む国東半島、宇佐地域が今までも

何度も出ましたけど、世界農業遺産に認定されまし

た。今回の認定がこの農業振興に追い風になるよう

に、そしてまた安定的な生産体制の確立やこの世界

農業遺産を冠とした農産物のブランド化などによる

農業振興も進めていきたいと、そう思っているとこ

ろでございます。 

 その他の質問につきましては、教育長及び担当課

長に答弁させますので、よろしくお願いいたします。 

○20番（大石忠昭君） 議長、議事進行について発

言を許してください。いいですか。 

○議長（河野正春君） はい、どうぞ。大石忠昭君。 

○20番（大石忠昭君） 議事進行について発言をし

ます。 

 きょうの一般質問は冒頭から議長がですね、ちゃ

んと皆さんに、なるべく質問、答弁は短くと要請が

ありました。 

 私からも、もし市長などが長い答弁をした場合は

とめてもらいたいと議長に要請しておりました。今

の答弁は問題だと思いませんか。私はわざわざこれ

まで市長がどういうことをしてきたかということは

皆さんが知っていることだから答弁しないでいいで

すよと。選挙の公約になかった、この４年間で何を

するかという文書の中にも農業の、「の」の字がな

いから、そんなことないでしょうと。今後どうする

かというだけ答えてくださいと質問したんですよ。

その大事な部分はほとんど具体的になくて、今まで

どうしてきましたかという長い答弁しました。全部

取り消してもらってですね、でないと時間が無駄で

す。再質問、再々質問ができません。議長、お願い

いたします。 

○議長（河野正春君） ただいまの市長の答弁につ

いて、必要な答弁であったと認識しておりますので、

御了解願います。 

○議長（河野正春君） 教育長、河野 潔君。 

○教育長（河野 潔君） 大石議員の河川プールの

改善についてのご質問にお答えいたします。 

 河川プールにつきましては、水の管理や利用期間

などともあわせて利用者の皆様に大変ご迷惑をおか

けしましたことに対しまして、申しわけなく思って
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おります。 

 今後はこのようなことのないように、委託会社と

連携を密に図るとともに、目視や塩素濃度測定など、

しっかり点検を行い、必要に応じて水の入れかえ、

清掃を行うなどの対応をしていきたいと考えておる

ところであります。 

 河川プールにつきましては、利用者の安全を考慮

し、今年度から警備会社に委託をいたしまして、毎

日２名でプール監視と塩素濃度測定、清掃を行って

もらっているところであります。 

 水が青くなり、汚れたのは、後半、雨も降ったこ

ともあり、塩素濃度の低下や高水温等の条件が重な

り、急激に藻が大量発生したと考えられます。 

 今後は注意深く管理をしてまいりたいと思います。 

 そして、さらには豊後高田市の重点課題として取

り組んでおります健康づくりのためにも、来年もプー

ルを開放したいと考えていますので、ぜひ多くの皆

さんに利用していただくように対応してまいりたい

と考えておるところであります。 

 また、桂川ふれあいセンターのトイレについてで

すが、以前、住居のない方が使用していたことや目

的外に使用していたことなどの問題がありまして、

そのため市民の方々からご指摘があり、障がい者用

トイレにつきましては利用者からの要望があったと

きのみに鍵をあけるようにしておりました。 

 今後はニーズに応じて対応できるようにしていき

たいと考えておるところであります。 

 また、シャワーやトイレを同時に利用した際の水

量についてですが、専門業者と相談をしたいと考え

ております。 

 今後は市民の皆様が気持ちよく利用していただけ

るよう、トイレもあわせて改善をしていきたいと、

そういうように考えておるところであります。 

 次に、河川公園の管理についてですが、河川公園

につきましては豊後高田土木事務所の管理となって

いることから、管理と有効利用につきましては豊後

高田土木事務所にお願いしたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君） しばらく休憩します。 

午後１時53分 休憩 

午後１時55分 再開 

○議長（河野正春君） 休憩前に引き続き、会議を

開きます。 

 企画情報課長、河野真一君。 

○企画情報課長（河野真一君） 大石議員のケーブ

ルテレビについてのご質問にお答えします。 

 議員ご案内のとおり、ケーブルテレビは平成20年

６月から本放送を開始し、丸５年が過ぎたところで

ございます。 

 昨年５月に放送に関するアンケート調査を実施し

たところ、放送番組に対するさまざまなご意見、ご

要望がありました。その後、この調査結果に基づき

まして、番組づくりの工夫やニュース枠の変更など

の改善を図ったところでございます。 

 今後とも、市民に親しまれる番組づくりを目指し

まして、定期的に視聴者の皆様のご意見、ご要望を

伺ってまいりたいと考えております。 

 次に、議会放送についてでございますが、議会放

送につきましては議会側のご意向に沿って実施して

きたところでございます。 

 まず、議会の生中継についてでございますが、議

員ご案内のとおり、新たに機器を整備すれば生中継

は可能でございます。 

 しかしながら、新庁舎の建設に合わせて議会中継

システム機器の全面的な更新を考えておりまして、

現時点での追加整備は考えておりません。 

 次に、議場全体の撮影についてでございますが、

議場の構造及び設置機器の関係で、議場全体を撮影

することは困難でございますが、現状より少し引い

た映像を撮影することは可能でございます。 

 続きまして、大石議員の市民乗合タクシーについ

てのご質問にお答えします。 

 市民乗合タクシーは路線バスが運行していなかっ

た夷、小畑、臼野、草地地域などを含めた９路線で、

平成19年度から本格運行を開始し、現在14路線、16

系統で運行しております。 

 これまでも利便性の向上を図るため、利用状況や

地域住民の方々からのご要望等も踏まえながら、随

時、運行回数や運行時間あるいは路線の変更を行う

とともに、利用料金の300円から200円への引き下げ

などを行っております。 

 さらに、平成22年度からは70歳以上の市民の方が

市民乗合タクシーから路線バスを乗り継いだ場合で

も片道200円で利用できる70パスのサービスを始める

などの改善を行ってきたところでございます。 

 その結果、平成20年度までは順調に乗客が増加し

ましたが、平成21年度以降は減少に転じまして、平

成24年度の実績では２万1,047人となっておりまして、

ピーク時であります平成20年度と比較しますと、6,

454人の減少となっております。 
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 この原因につきましては、今までご利用いただい

ておりました自動車を運転できない高齢者の方々の

自然減と自動車を運転できる高齢者が増加している

ことによる影響と思われます。 

 今後につきましては、交通安全の観点から、高齢

者の方々が無理をして車を運転しなくても暮らして

いけるように、社会情勢の変化に合わせた、より利

便性の高い交通体系の確立を目指していく予定でご

ざいます。 

 そのため、現在、地域交通全般の実態調査を行っ

ておりまして、それを踏まえた交通体系の見直しに

取りかかったところでありまして、現在のところ、

市民乗合タクシーの料金を引き下げる予定はござい

ませんので、ご理解賜りますようお願い申し上げま

す。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君） 総務課長、佐藤之則君。 

○総務課長（佐藤之則君） 公共施設のＬＥＤ化に

ついてお答えいたします。 

 ＬＥＤ照明につきましては、消費電力が少ないこ

とによるＣＯ２排出量の削減や節電効果などのメリッ

トがございます。現在、本市が事業実施しておりま

す防犯灯のＬＥＤ化に対する奨励金につきまして、

各自治会から防犯灯の取りかえや設置に当たり、大

変よい制度だというお話をいただいているところで

ございます。 

 ご質問の、公共施設や街路灯におけるＬＥＤ化に

つきましては、照明器具の取りかえに当たっての初

期費用が負担となってまいります。 

 したがいまして、中央公園や桂橋、図書館など、

新規の施設につきましてはできるだけＬＥＤ化を進

めておりますものの、既存の施設につきましては修

繕等により照明器具本体の取りかえの必要が生じた

ものから費用対効果を勘案しつつ、ＬＥＤ照明へ取

りかえを行ってまいりたいと考えておるところでご

ざいます。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君） 子育て・健康推進課長、植

田克己君。 

○子育て・健康推進課長（植田克己君） 大石議員

の放課後児童クラブについてのご質問にお答えしま

す。 

 議員ご案内のとおり、県内において、放課後児童

クラブ保護者負担金の生活保護世帯等への減免措置

は現在のところ、大分市のみが実施している状況で

ございます。 

 本市におきましては、放課後児童クラブの保護者

負担金は運営者である保護者会や社会福祉法人が設

置した運営委員会でそれぞれ定められており、そう

した減免措置は現在のところ行っておりません。 

 しかしながら、保護者の負担を考慮し、２人目以

降の負担金を減額している児童クラブが４クラブご

ざいます。 

 現在、放課後児童クラブの設備及び運営の基準に

つきましては特段の定めがございません。そのため

昨年８月に成立いたしました子ども・子育て関連３

法の中で、今後、厚生労働省令で定める基準を踏ま

えて、市町村が条例で基準を定めることとされてお

ります。 

 議員ご提案の生活保護世帯や就学援助家庭等に対

する減免制度につきましても、条例制定の際に、あ

わせて検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君） それから、先ほどの大石議

員の議事進行の発言の中で、答弁が長過ぎるという

指摘がありましたけれども、これは執行部が通告を

受けて、それをもとに十分時間をかけて作成をした

答弁書でありますので、急に短くすることは困難か

と思いますので、今回はご理解を願いたいというふ

うに思います。 

 20番、大石忠昭君。 

○20番（大石忠昭君） 何か執行部の作戦ではない

かというぐらいね、長々答弁しとったら再質問も再々

質問もできんでいいわというような、受け取れるよ

うな答弁でしょ。よその議会も私はかなり傍聴して

いますけどね、もう答弁短いですよ。もう一問一答

式でやってないのは高田と津久見だけでしょ。あと

一問一答式やったらどうなりますか。こんな長い答

弁がありますか。しかも聞かれた範囲のことをやれ

ばいいんですよ。私なんか裁判していますから、裁

判官はですね、聞かれた以外のことは言うなっちゅ

うぐらいありますよ。聞かれたことにちゃんと答え

てください。 

 よって、あと24分ありますからね、今度は原稿は

ないと思いますから短くやってくださいよ。 

 市長、あなたは３つのことで答弁をしましたけれ

ども、１つは消費税増税の実施を中止させるよう働

きかけをという点では、よくわからなかったんです
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よ。働きかけないということですか。なぜなのか言っ

てください。 

 今ですね、世論調査を見ましても、どの世論調査

だってですね、今、来年４月から予定どおり実施を

すべきでないというのが大半なんですよ。将来的に

は消費税増税してもよいという方も、来年４月から

は待ったという声でしょ。新聞では一番大手の読売

新聞の社説読みましたか。あんだけ大きな社説でで

すね、今までは消費税増税やれやれと書いた読売新

聞が来年４月からは踏み切るべきじゃないという社

説を書いたでしょ。自民党の中でも来年４月からや

るべきじゃないという声も随分あります。60人の有

識者を集めた、あの会合ではね、賛成派ばっかり集

めとるからああいう結果になりましたけど、それじゃ

なくて、国民の世論から見たら、来年４月からやる

べきじゃないという声ですよ。暴走すべきじゃない

と思いませんか、市長は。市民に大きな影響を与え

ると思いませんか。影響を与えると思うのか思わな

いのか、答えてください。 

 それから、社会保障についてもね、これ以上改悪

をしたらいいように改善されるのはいいですよ。市

民の負担がふえるだけ。これは市民が困るんじゃな

いかと。市町村長によっては抵抗しているところが

随分ありますよ。抵抗すべきじゃないんですか。市

長、もう１回答弁してください。市民の立場にとっ

てこれ以上、住民負担をふやさないようにおれも頑

張るんだという姿勢を見せてください。 

 次は、農業問題でね、時間をはかったら約４分だ

らだら答弁したんですよ。そんなことを私は求めた

んじゃないんです。今後、重点という言葉は使わな

かった、今後どう農業振興に取り組むかという質問

をしたんですよ。それはちょっと見えなかったです。

だから具体的な問題、何点かしてみましょうか。今

の現状を見たらですね、もうあと何年持てるかとい

うぐらいに、もう高齢社会を迎えまして、もう農地

が管理できない状況でしょ。だから集団化して、も

う管理も一緒にしましょうということになっている。

あるいは大規模農家もできているけどもね、私たち

やっぱり日本の食料を考える、あるいは今後の農地

の今後の荒廃問題を考えてみてもね、やっぱりどう

やって日本の食料を守るか、農地を守っていくか、

環境を守っていくかという大事な点なんですよ。 

 ほんで、集団化の問題、大規模化の問題も取り組

んでいるようですけど、今、高田で言うたらね、国

に向かってどうすれば高田の農地を守れるというよ

うに市長、思いますか。国に向かってどういう働き

かけをしたらいいかということを聞きます。 

 それからね、私はずっと回っていまして、ねぎの

問題、先ほど市長答弁がありました。 

 ねぎも品種改良を本格的に取り組まないと、いろ

んな産地ができて産地間競争が激しいでしょ。高田

のねぎの場合、値段が低いほうになっているでしょ。

この品種改良について、市長も農協や生産者組合と

も協力してですね、本格的に取り組まないと、ねぎ

でも今後３年先、５年先は非常に厳しい状況になる

んじゃないですか。 

 それから、もう１点、呉崎のことを言うなら、第

１、第２、それと真玉の第３干拓地というのは非常

にですね、優秀な農地なんですけれども、第１校区

の樋門からこちら側の堤防が、市長、現場を見たこ

とありますか。もう戦後一番最初の農業パイロット

でつくった干拓地なんです。私のおじも勤めていま

したからね、よく知っているんですけども。もう樋

門からこちらは津波で言えば、一番被害を受けやす

いところですね。そういう津波が来ないことを願っ

ていますけど、もしやられた場合には、あの堤防が

壊れたら、そら人は逃げるから、避難するからいい

けれども、人家はやられますけれども、農地がやら

れたらですね、それこそ塩水が入ってきたら、もう

ですね、復帰するのは大変なことになるからね、こ

ういうのも市の予算じゃなくて、国の予算であの堤

防を改修するというようなことなどを含めてですね、

もう少し昭和の町もそばもいいけれどもね、ねぎも

いいけれども、米の問題、その他の問題を含めてね、

農業全般に市長が目配りをして振興に本気で取り組

んでもらいたいと思いますが、どうでしょうか。 

 次は、公共施設のＬＥＤ化の問題でね、今後ぼち

ぼちやっていこうということですけれども、自治会

管理している街路灯約2,000個については全部かえる

と。新たな希望者についても新規をつくっていこう

ということなんです。そのときにですね、いわゆる

旧同和地域が３地域あるんですけれども、ここはで

すね、全部、市が管理しているんですよ。設置も修

理も電気料も市が持っています。ここだけ取り残さ

れた形になるということはね、またこれも差別じゃ

ないかと。差別をなくそうと言うなら、差別したこ

とになりませんか。じゃあこういうところについて

もね、ＬＥＤ化を、市長、やるべきじゃないですか。 

 それから、その他のですね、通学路などについて

も市の街路灯を市が負担をしておりますが、そうい
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うとこも点検をしてもらってですね、街路灯なども

やらないと、自治会管理のところは全部やったわ、

市が管理しているところはほったらかしだったらこ

れ矛盾点と思いませんか。その辺どうするのかはっ

きりしてください。 

 それから、ケーブルテレビの問題は議会活性化委

員会でやりますからね、それぐらいにしときますが。 

 あと、河川プールの問題でね、有効活用するよう

に来年に向けて努力しようということですから、本

当に努力してもらいたいんですが、公衆トイレにつ

いてはね、ここがウォーキングコース、６億円かけ

てつくっているコースなんですよね。だから私は街

路灯をつくったらどうかということもこの本会議で

議論しましたけど、つくる意思は市長、なかったけ

れどもね、やはり健康づくりに力を入れるんなら、

プールも活用する、ウォーキングコースも活用して

ですね、やっぱりこの花いろを中心に、このコース

の利用者がふえると思うんですよ。そうするとね、

トイレは常時使えるようにすべきだと思いますよ。

公衆トイレはどこでも常時使えるんですから、その

ような検討はできないのかね。 

 それから、あそこの河川公園について、県の管理

だから県に申し入れるということですけれどね、やっ

ぱり少しＰＲもして、川の自然になじむような小・

中学生の社会教育活動にも使えるようにね、したら

どうかと思いますが、どうでしょうか。 

 それから、放課後児童クラブについてはね、条例

をつくるときに検討するということですから、ぜひ

そうしてもらいたいと思います。市長、それはでき

ないということはないですね。確かに今これで減免

制度をつくってるのは大分市だけなんですけれども、

日本共産党の議員団は全県的に今度の議会で私と同

じような質問をしておりますからね、これは私ども

もこれでいきたいと思ってますから、市長、もう１

回、答えてください。国の法に基づいて、やはり教

育の町と言うんならば、だれでもね、経済的負担が

なくて、必要な方は放課後児童クラブに参加できる

ようにするのは当然のことなんです。就学援助があ

る、就学援助の家庭、生活保護家庭において当然の

ことでしょ。それをやってもらいたいと思いますが、

市長の見解。 

 それから、乗合タクシーについてね、今のところ1

00円に引き下げる予定がないと言われたんです。予

定がなければですね、せめて来年度から市長、100

円に下げると、よそ並みにですね、１回100円、往復

200円にするというようにできませんか。もう１回聞

きます。 

 以上です。 

 議長、答弁準備が要るんならば、ちょっと時計と

めてください。 

○議長（河野正春君） 市長、永松博文君。 

○市長（永松博文君） それでは、大石議員の再質

問にお答えいたします。 

 まず、消費税問題ですけれども、影響があるかな

いかと、これはあることは確かであります。 

 しかしながら、今の現状の中で、消費税増税とい

うことの中で言っているという、そういう中ではで

きる限り影響がないようにしてもらいということで、

私どもとしては、もう今の流れの中では、もう内閣

首相の考えがどうなるかということだけになってい

るという、新聞でも私どもはそう判断しているとい

うことでございます。 

 それから、社会保障関係なんですけど、私ども全

国市長会の要望もそれなりに入っておりますし、そ

れと同時に、まだ決まったわけじゃありませんので、

これ先ほどもご答弁申し上げましたように、情報を

各市とよく共通に認識をして、そして検討していく

と。それが前と同じ回答であります。 

 それから、農業振興でございますけども、これは

非常に難しい話で、国全体がいろんな政策を出して

おります。大きな問題としては、人・農地プランと、

そういうものをやれと、そういうようなこともやっ

ていますし、私どもは一番先に申し上げましたよう

に、組織化ということの中で、集落営農組織29、私

ども多いほうでありますけど、その中でも法人化さ

れとるのが11ある。そこの中でもやはり高齢化が進

んでおる。そういう中で、農業全体を見回しながら、

次の国の制度そのものをどういうふうにして取り入

れながら、みんなと話し合っていくかと、そういう

ことで。 

 ただ、先ほども言いましたけど、自慢になるのは、

この豊後高田は農家の後継者がよそに比べて多いと

いうことであります。これはやはり現在の農家の方々

がやはり努力した結果、後継者もそれでやっていこ

うということだと思いますし、そういう面で私もそ

れを報いるためということで、この２年間で４人の

農業技術者も入れてやろうという、そういうことで

やっているところでございます。 
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 それから放課後児童クラブの話ですけど、これは

大きく検討してまいりまして、どういうふうにする

かを課長が言ったとおりに条例つくる時点でよく検

討してみたいと、そう思っているところでございま

す。 

 それから、乗合タクシーについては、私は安さよ

りも利便性ということの中で、これから、先ほども

申し上げましたように、今まではいかに今まで使っ

ていた人たちはどう利用するかということでありま

したけれども、これからというのは車を運転、今度

はできなくなる人たちに免許を返上してもらうとい

うような意味でも、そういうところも考慮しながら

やっていこうと。そういうことで今、検討、調査さ

せているわけでありますから、そういうことでやっ

ていきたいと、そう思っています。 

 その他につきましては、担当課長に答弁させます。 

 以上です。 

○議長（河野正春君） 教育庁学校教育課長、小川

匡君。 

○教育庁学校教育課長（小川 匡君） 大石議員の

再質問にお答えします。 

 桂川ふれあいセンターのトイレの常時使用につき

ましては、今後調査をいたしまして対応していきた

いと思っております。 

 また、河川公園の有効活用につきましては、積極

的に高田土木事務所に働きかけをしていきたいと思

います。 

 以上であります。 

○議長（河野正春君） 総務課長、佐藤之則君。 

○総務課長（佐藤之則君） 街路灯等のＬＥＤ化に

ついての再質問にお答えいたします。 

 そういう分もですね、それぞれ順次検討しながら

交換を考えてまいりたいというふうに思っておりま

す。 

 以上でございます。 

（○20番（大石忠昭君） 議長、いいですか、ちょっ

と。もうこれだけ時間を取るんやったら、ちょっ

と休憩取ってですね、答弁整理させて答弁させて

ください。時間が無駄です。） 

○議長（河野正春君） 農林振興課長、大力雅昭君。 

○農林振興課長（大力雅昭君） 大石議員のねぎの

品種改良についてのご質問にお答えをいたします。 

 現在、ねぎの品種につきましては県のほうと、県

の農業技術センター等と試験をしながら、適地に合っ

たねぎの品種改良をしているところでございますが、

当地域におきましても、これから県と連携しながら

検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君） 市長、永松博文君。 

○市長（永松博文君） 堤防改修についてでござい

ますけれども、これは県のほうに要望してまいりた

いと思います。 

 以上です。 

○議長（河野正春君） 20番、大石忠昭君。 

○20番（大石忠昭君） じゃあ、最後に質問ですけ

れども、消費税増税問題でね、市民の影響を及ぼす

ことは市長も認めましたけれども、まだ最終決定は

安倍首相がするんですけど、してないんですよ。そ

のためにですね、日本共産党は将来的には増税をし

てもという方も含めてですね、来年４月からの増税

はストップさせようという、この１点でですね、国

民共闘を呼びかけて今、運動をしているんですよ。

市長、そう思いませんか。今の状況でですね、これ

だけ景気が悪くて市民の所得が減っているときにね、

また史上最大の消費税を増税したら、まだまだ景気

は悪くなりますよ。税金入らなくなりますよ、市だっ

て。だからですね、まだ決めるか決めんかというの

は今からですから、市長会云々でない、永松市長と

して安倍首相に申し入れをしたらどうですか。でき

ないか。 

 それから、社会保障についてもね、高齢化社会を

迎えて困るのは豊後高田市民の高齢者が一番困るん

ですよ。だからその立場に立って社会保障の改悪は

やめろと、その申し入れはできませんか。 

 次、農業振興についてね、市長が選挙公約、はが

きも書かなかった。あるいはこの市報にも全然書か

なかったことについての反省がないようですけどね、

幾らか取り組む姿勢がわかりましたのでね、やっぱ

りもう少し新規就農者に力を入れると。どんどんど

んどんもう農業卒業生、退職する人が多いですわね。

農地を守る、食糧を守る観点からも、新規農業者に

力を入れてもらいたいと思いますが、その入れる意

思を表明してもらいたいと思います。 

 もうちょっと時間がありますね。 

 あと、桂川の河川プールの問題はね、今回、問題

指摘をしたために、教育長も本腰を入れて来年に向

けて努力をしてもらうということを期待かけたいん

ですが、市長ね、ついでに市長、立ったついでにで

すね、ちょっと答弁いただけませんか。健康づくり

の問題というのは大事です。私も賛成です。 
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 よってですね、このここの桂橋を通って花いろを

もっと奥の出合橋まで歩く人、多いです。私もよく

前は歩いて、今は歩きませんけどもね。やっぱり電

気がないからね、もうぶつかるようなことがあるん

ですよ。 

 実は、川原の前の大波多区長さんが議会の議会だ

よりに、ぜひこのウォーキングコースに街路灯をつ

くってくれんかと。でないとわしたちもぶつかって

挨拶もできん状況やという声を載せたことがありま

すね。できてないんですよ。 

 よそではね、ウォーキングコースについてはいろ

んな形で街路灯をつくっております。 

 何らかの予算で、このわざわざこの通りにはそう

いう桂川の自然公園もあるわ、河川プールも大分県

一立派な物があるんですから、夜もこのウォーキン

グコースで皆さん運動してもらってね、花いろをぜ

ひ使ってもらおうというようなことをするためにも

ね、この河川プールとあわせてですね、このウォー

キングの街路灯設置を検討してもらえないか。 

 以上です。 

○議長（河野正春君） しばらく休憩します。 

午後２時24分 休憩 

午後２時25分 再開 

○議長（河野正春君） 休憩前に引き続き、会議を

開きます。 

 市長、永松博文君。 

○市長（永松博文君） それでは、私のほうから再々

質問にお答えいたします。 

 消費税については、大石議員の党派は反対という

ことの中でやっているんだと思いますし、これその

ものは消費税をすればいろんな面で影響があること

は事実だと思います。 

 しかしながら、それをどうするかというのはいろ

んな議論をした中ですけどそういう面では影響ある

けども、できるだけ市民に影響が少ないようにして

もらいたいということしかないだろうと私は思って

います。 

 それから、新規就農関係ですけど、これは他市に

比べてうちのほうが随分進んでいると思います。議

会でもお願いしましたように、新規就農者に対する

単費の補助金も２つをつくっておりますし、また来

週もまた行きますし、そういう中ではこの豊後高田

で農業したいという人もあるようでありますんで、

そういう面では新規就農、全力挙げてしますんで、

それはお約束したいと思います。 

 それから、ウォーキングコースの話ですけれども、

実は玉津で私どもとしてはあそこを高齢者の町とい

うことの中で、あそこも含めたものでウォーキング

ができるようなものをしようというような話があり

ます。 

 そういう面で、できれば昼のときにウォーキング

コースを歩いていただいて、わざわざ夜遅くあの遠

いところまで歩かんでいいんじゃないかと。そこ辺

のものはこの町の中、電灯ついているんですから、

まずとりあえずはそうしていただいて、まずそうい

うことを私はお願いをし、そしてまた市内に電気を

これからも玉津から今このこちらに向かっての道路

なんかについてもウォーキングコースをつくろうと

いう計画がありますんで、これについては将来的な

考えとして、また検討させていただきたいと思いま

す。 

 それから、社会保障の件なんですけれども、これ

についてはある程度、先ほど申し上げましたように、

私どもは市で持てないという、そういうこともあり

ます。そういう面では我々の市長会の要望も入れて

おりますし、そういう面で先ほど申しましたように、

どういうふうに変わるのかという、それを見ながら

また議論をしていきたいと、そういうことでござい

ます。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君） これにて一般質問を終結い

たします。 

 以上で本日の日程は全部終了いたしました。 

 あすから９月19日まで休会し、各委員会において

付託案件の審査をお願いいたします。 

 次の本会議は９月20日、午前10時に再開し、各委

員長の報告を求め、委員長報告等に対する質疑、討

論、採決を行います。 

 なお、討論の通告は９月18日、午後５時までに提

出を願います。 

 本日はこれにて散会いたします。 

午後２時28分 散会 
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